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第１編 総 則
第１章 基本原則
第１条【立法目的および根拠】
国家の基本的経済制度を擁護し、社会主義市場経済秩序を擁護し、物の帰属を
明確にし、物の効用を発揮させ、権利者の物権を保護するために、憲法にもとづ
き、本法を制定する。
第２条【適用範囲】
物の帰属と物の利用によって生ずる民事関係については本法を適用する。
② 本法で称するところの物とは、不動産と動産からなる。法律が物権の客体と
して権利を規定するときは、その規定にもとづく。
③ 本法で称する物権とは、権利者が法により特定の物に対して直接支配し、他
を排除する権利を有することを指し、所有権、用益物権、担保物権からなる。
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第３条【基本的経済制度と社会主義市場経済原則】
国家は、社会主義初級段階にあって、公有制を主体として、多様な所有制経済
が共に発展していく基本的経済制度を堅持する。
② 国家は、公有制経済を強化、発展させ、非公有制経済の発展を鼓吹し、支持
し、指導する。
③ 国家は社会主義市場経済を実行し、一切の市場主体の平等な法的地位と発展
の権利を保障する。
第４条【国家、集団および私人の物権の平等保護原則】
国家、集団、私人およびその他の権利者の物権は法律により保護を受け、いか
なる単位、個人も侵害してはならない。
第５条【物権法定主義】
物権の種類と内容は法律によって定める。
第６条【物権公示の原則】
不動産物権の設定、変更、譲渡および消滅は法律の規定に従って登記をしなけ
ればならない。動産物権の設定と譲渡は法律の規定に従って引き渡さなければな
らない。
第７条【物権の取得および行使にさいして法律を遵守し社会道徳を尊重する原
則】
物権の取得と行使にさいしては、法律を遵守し、社会道徳を尊重しなければな
らず、公共の利益と他人の合法的権益を害ってはならない。
第８条【物権法とその他の法律の関係】
その他の法律で物権について別に特別の規定が存する場合は、その規定にもと
づく。
第２章 物権の設定、変更、譲渡、消滅
第１節 不動産登記
第９条【不動産物権の登記の発効および登記をしなくてもよい所有権の規定】
不動産物権の設定、変更、譲渡、消滅は、法により登記をなすことにより効力
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が発生する。登記をしなければ、効力は発生しない。但し法律に別段の定めがあ
るときはこの限りでない。
② 法により国家所有に属する自然資源については、所有権は登記しなくてもよ
い。
第10条【不動産登記機関と国家の統一的登記制度】
不動産登記は、当該不動産所在地の登記機関にて行う。
② 国家は不動産に対して統一的登記制度を実施する。統一的登記の範囲、登記
機関、および登記の方法は法律、行政法規によって定める。
第11条【登記の申請につき提出しなければならない必要資料】
当事者が登記を申請する場合、それぞれの登記事項にもとづき権利帰属証明
［権属証明］、不動産の境界、面積等の必要な資料を提供しなければならない。
第12条【登記機関が負わなければならない職責】
登記機関は以下の職責を履行しなければならない。
（一) 申請人の提供した権利帰属証明及びその他の必要資料を審査する
（二) 登記関連事項について申請人に問い尋ねる
（三) 事実に即して、速やかに関連事項を登記する
（四) 法律、行政法規に規定するその他の職責
② 登記を申請している不動産の関連状況につきよりいっそうの証明が必要な場
合は、登記機関は申請人に資料を補充するように求めることができる。必要なと
きは実地調査をすることができる。
第13条【登記機関が行うことを禁止されている行為】
登記機関は以下の行為をなしてはならない。
(一) 不動産に対して評価を行うように要求する
(二) 年度検査等の名目で重複登記を行う
(三) 登記の職責の範囲を超えたその他の行為
第14条【登記の効力】
不動産物権の設定、変更、譲渡、消滅につき、法律の規定にもとづき登記しな
ければならないものは、不動産登記簿に記載した時から効力が発生する。
第15条【契約の効力と物権の効力の区別】
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当事者の間で不動産物権の設定、変更、譲渡、消滅に関する契約を締結したと
きは、法律に別段の規定があるか、契約に別段の約定がある場合を除き、契約成
立の時より効力が発生する。いまだ物権の登記を行わなくても、契約の効力に影
響を与えない。
第16条【不動産登記簿の効力とその管理機関】
不動産登記簿は物権の帰利帰属と内容の根拠をなす。
② 不動産登記簿は登記機関が管理する。
第17条【不動産登記簿と不動産権利帰属証書の関係】
不動産の権利帰属証書は権利者が当該不動産物権を有することの証明をなす。
不動産の権利帰属証書が記載する事項は、不動産登記簿と一致しなければならな
い。記載が一致しないときは、不動産登記簿に確かに誤りがあることを証明する
証拠がある場合を除き、不動産登記簿を基準とする。
第18条【不動産登記資料の問い合わせ、複製】
権利者、利害関係者は登記資料の問い合わせ、複写を申請することができ、登
記機関は提供しなければならない。
第19条【不動産更正登記と異議登記】
権利者、利害関係者が不動産登記簿の記載する事項が誤っていると判断したと
きは、更正登記を申請することができる。不動産登記簿の記載する権利者が書面
にて更正に同意するか、または登記の記載に確かに誤りがあることを証明する証
拠があるときは、登記機関は更正しなければならない。
② 不動産登記簿の記載する権利者が更正に同意しないときは、利害関係者は異
議登記を申請することができる。登記機関が異議登記を認めた場合、申請人が異
議登記の日より15日以内に訴えを起こさなければ異議登記は効力を失う。異議登
記が不当で、権利者に損害を与えたときは、権利者は申請者に対して損害賠償を
請求することができる。
第20条【予告登記】
当事者が建物又はその他の不動産物権を売買する契約［協議］を締結し、将来
物権を実現することを保障するために、約定にもとづいて登記機関に予告登記を
申請することができる。予告登記後、予告登記の権利者の同意を経ずに当該不動
産を処分したときは、物権の効力は生じない。
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② 予告登記後、債権が消滅するか、または不動産登記を行うことができる日よ
り３ヶ月以内に登記の申請をなさないときは、予告登記は効力を失う。
第21条【登記の誤りにおける賠償責任】
当事者が虚偽の材料を提供して登記を申請し、他人に損害を与えたときは、賠
償責任を負わなければならない。
② 登記の誤りにより、他人に損害を与えたときは、登記機関は賠償責任を負わ
なければならない。登記機関は賠償をなした後、登記の誤りをもたらした者に対
して求償することができる。
第22条【登記の費用徴収問題】
不動産登記費用は件数に応じて受け取る。不動産の面積、容積、または価額の
割合によって受け取ってはならない。具体的な徴収基準は、国務院の関連部門が
価格主管部門と共同で規定する。
第２節 動産の引渡
第23条【動産物権の設定と移転の効力発生時期】
動産物権の設定と譲渡は、引渡の時より効力が発生する。但し法律に別段の規
定があるときはこの限りでない。
第24条【船舶等の物権の登記】
船舶、航空機および自動車等の物権の設定、変更、譲渡、消滅については、登
記をしていなければ善意の第三者に対抗できない。
第25条【動産物権の譲受人の先行占有（簡易の引渡し）】
動産物権の設定、および譲渡前に、権利者がすでに法により当該動産を占有し
ているときは、物権は法律行為が効力を生じたときから効力が発生する。
第26条【動産物権の指図による引渡し】
動産物権の設定および譲渡前に、第三者が法により当該動産を占有していると
きは、引渡義務を負う者は、第三者に原物返還請求権を譲渡することを通じて引
渡に代替させることができる。
第27条【動産物権の占有改定】
動産物権を譲渡するときに、譲渡人が引き続き当該動産を占有し続けることを
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双方が約定した場合、物権は当該約定が効力を生じた時から効力が発生する。
第３節 その他の規定
第28条【特殊な原因による物権の設定、変更、移転または消滅の規定】
人民法院、仲裁委員会の法律文書または人民政府の収用決定等により、物権を
設定、変更、譲渡または消滅させたときは、法律文書または人民政府の収用決定
等の効力が生じたときから効力が発生する。
第29条【相続または遺贈等による物権の取得】
相続または遺贈により物権を取得したときは、相続または遺贈が開始されたと
きから効力が発生する。
第30条【事実行為による物権の設定または消滅】
建物［房屋］の合法的建造、取り壊しと移転［ 遷］等の事実行為により物権
を設定または消滅させるときは、事実行為がなされたときから効力が発生する。
第31条【法律行為によらずに取得した不動産物権の変動】
本法第28条から第30条までの規定により不動産物権を享有する者が、当該物権
を処分するとき、法律の規定により登記をなすことが必要とされているのに、登
記をしていなければ、物権の効力は発生しない。
第３章 物権の保護
第32条【物権保護の争訟手続】
物権が侵害を受けたときは、権利者は和解、調停、仲裁、訴訟等の手段を通じ
て解決をはかることができる。
第33条【物権確認請求権】
物権の帰属、内容が原因で争いが生じたときは、利害関係者は権利の確認を請
求することができる。
第34条【原物返還請求権】
権限なく不動産または動産が占有されている場合、権利者は原物の返還を請求
することができる。
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第35条【妨害排除、危険除去請求権】
物権が妨害され、または妨害される可能性があるときは、権利者は妨害の排除
または危険の除去を請求することができる。
第36条【修理、作りなおし、交換または原状回復請求権】
不動産または動産が毀損されたときは、権利者は修理、作りなおし［重作］、
交換を請求することができる。
第37条【損害賠償およびその他の民事上の賠償請求権】
物権を侵害し、権利者に損害を与えたときは、権利者は損害賠償を請求するこ
とができるし、またその他の民事責任を負担するように請求することができる。
第38条【物権保護方式における単独と併合および三大法的責任の適用】
本章が規定する物権の保護方式は、単独で適用することも、また権利が侵害さ
れた状況にもとづいて併合して適用することもできる。
② 物権を侵害し、民事責任を負担するほかに、行政管理規定に違反している場
合、法により行政責任を負担させる。犯罪を構成するときは、法により刑事責任
を追及する。
第２編 所有権
第４章 一般規定
第39条【所有権の基本的内容】
所有権者は自己の不動産または動産に対して、法により占有、使用、収益、処
分する権利を有する。
第40条【所有権者による他物権の設定】
所有権者は自己の不動産または動産上に用益物権または担保物権を設定する権
利を有する。用益物権者、担保物権者が権利を行使するとき、所有権者の権益を
害ってはならない。
第41条【国家専有】
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法律が、国家所有に専属することを規定する不動産及び動産は、いかなる単
位、個人も所有権を取得することができない。
第42条【収用（所有権の収用）】
公共の利益の必要のため、法律の規定する権限と手続にもとづき、集団所有の
土地及び単位、個人の建物その他の不動産を収用［徴収］することができる。
② 集団所有の土地を収用するときは、法により土地補償費、生活安定［安置］
補助費、地上付着物と作物の補償費等の費用を十分に［足額］支払い、被収用地
の農民の社会保障費用を手配し、その農民の生活を保障し、その農民の合法的権
益を擁護しなければならない。
③ 単位、個人の建物およびその他の不動産を収用するときは、法により取り壊
しと移転の補償をなし、被収用者の合法的権益を擁護しなければならない。個人
の住宅（原文のまま）を収用するときは、さらに被収用者の居住条件を保障しな
ければならない。
④ いかなる単位、個人も収用補償費等の費用の横領、流用、不正分割、不正留
置、未払いをしてはならない。
第43条【耕地の保護、違法収用の禁止】
国家は耕地に対して特別の保護を実行し、農用地の建設用地への転換を厳しく
制限し、建設用地の総量を統制する。法律の規定する権限および手続に違反して
集団所有の土地を収用してはならない。
第44条【徴用（使用権の収用）】
応急措置、災難救助の必要により、法律の規定する権限と手続にもとづき単
位、個人の不動産、動産を徴用（原文のまま）することができる。徴用された不
動産、動産は、使用後、被徴用者に返還しなければならない。単位、個人の不動
産、動産が徴用され、あるいは徴用後毀損、滅失したときは、補償しなければな
らない。
第５章 国家所有権、集団所有権、私的所有権
第45条【国有財産の範囲、国家所有権の性質および国家所有権の行使】
法律で国家所有に属することを規定した財産は、国家所有すなわち全人民所有
に属する。
② 国有財産は国務院が国家を代表して所有権を行使する。法律に別段の規定が
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あるときは、その規定による。
第46条【鉱物、水流、海域における国家所有権】
鉱物資源、水流、海域（原文のまま）は国家所有に属する。
第47条【国家所有の土地の範囲】
都市［城市］の土地は国家所有に属する。法律で国家所有に属することを規定
した農村及び都市郊外の土地は、国家所有に属する。
第48条【国家所有の自然資源】
森林、山嶺、草原、荒地、砂洲地等の自然資源は、国家所有に属する。但し法
律で集団所有に属することを規定している場合はこの限りでない。
第49条【国家所有の野生動植物資源】
法律が国家所有に属すると規定する野生動物資源は国家所有に属する。
第50条【国家所有の無線周波数資源】
無線電信周波数スペクトル資源は国家所有に属する。
第51条【国家所有に属する文物】
法律で国家所有に属すると規定する文物は、国家所有に属する。
第52条【国家所有に属する国防資産および基礎施設】
国防資産は国家所有に属する。
② 鉄道、自動車道路、電力施設、電信施設、天然ガスパイプライン等の基礎施
設で、法律にもとづいて国家所有として規定しているものは、国家所有に属す
る。
第53条【国家機関の物権】
国家機関は、その直接支配する不動産、動産に対して占有、使用する権利、お
よび法律と国務院の関連規定にもとづいて処分する権利を有する。
第54条【国家が行う事業組織の物権】
国家が運営する事業単位は、その直接支配する不動産、動産に対して占有、使
用する権利、及び法律と国務院の関連規定にもとづいて収益、処分する権利を有
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する。
第55条【国家が出資する企業の出資者制度】
国家が出資する企業は、国務院、地方人民政府が法律、行政法規の規定にもと
づき、それぞれ国家を代表して出資者の職責を履行し、出資者としての権益を享
有する。
第56条【国有財産の保護】
国家所有の財産は、法律の保護を受ける。いかなる単位、個人による横領、略
奪、不正分割、不正留置、破壊も禁止する。
第57条【国有財産管理の法的責任】
国有財産の管理、監督の職責を履行する機関およびその職員は、法により国有
財産に対する管理、監督を強化し、国有財産の価値の維持、増進を促進し、国有
財産の損失を防止しなければならない。職権を乱用し、職務を懈怠し、国有財産
の損失をもたらした場合は、法により法律責任を負わなければならない。
② 国有財産管理規定に違反して、企業の制度改革［改制］、合併・分割、関連
取引の過程で、低価で譲渡したり、共謀して不正分割をなしたり、独断で担保に
供したり、その他の方式で国有財産の損失をもたらした場合は、法により法律責
任を負わなければならない。
第58条【集団財産の範囲】
集団所有の不動産、動産には以下のものが含まれる。
（一) 法律で集団所有に属すると規定する土地、森林、山嶺、草原、荒地、砂
洲
（二) 集団所有の建築物、生産施設、農田水利施設
（三) 集団所有の教育、科学、文化、衛生、体育等の施設
（四) 集団所有のその他の不動産と動産
第59条【農民集団所有の財産の帰属および重大事項の集団による決定】
農民が集団で所有する不動産と動産は、本集団の構成員の集団的所有に属す
る。
② 以下の事項は、法定の手続にもとづき本集団構成員によって決定される。
（一) 土地請負計画および土地を本集団以外の単位または個人に請け負わせる
場合
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（二) 個々の請負経営者間での請負地の調整
（三) 土地補償費等の費用の使用、分配方法
（四) 集団が出資する企業の所有権の変動等の事項
（五) 法律が規定するその他の事項
第60条【農民集団所有権の行使における代表】
集団所有の土地、森林、山嶺、草原、荒地、砂洲等は、以下の規定にもとづい
て所有権を行使する。
(一) 村の農民集団所有に属するものは、村の集団経済組織または村民委員会
が集団を代表して所有権を行使する
(二) それぞれ村内の二つ以上の農民集団所有に属するものは、村内の各当該
集団経済組織または村民小組が集団を代表して所有権を行使する
(三) 郷鎮の農民集団所有に属するものは、郷鎮集団経済組織が集団を代表し
て所有権を行使する
第61条【城鎮の集団財産の権利】
城鎮（原文のまま）の集団所有の不動産と動産は、法律、行政法規の規定にも
とづき本集団が占有、使用、収益、処分する権利を有する。
第62条【集団財産の状況の公開】
集団経済組織または村民委員会、村民小組は法律、行政法規、章程、村規民約
にもとづいて本集団構成員に対して集団財産の状況について公表しなければなら
ない。
第63条【集団財産権の保護】
集団所有の財産は法律の保護を受ける。いかなる単位、個人による横領、略
奪、不正分割、破壊も禁止する。
② 集団経済組織、村民委員会またはその責任者が下した決定によって集団構成
員の合法的権益が侵害されたときは、侵害を受けた集団の構成員は人民法院にそ
の取消を請求することができる。
第64条【私有財産の範囲】
私人はその合法的収入、建物、生活用品、生産手段［工具］、原材料等の不動
産と動産に対して所有権を有する。
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第65条【私人の合法的権利・利益の保護】
私人の合法的な貯蓄、投資およびその収益は法的保護を受ける。
② 国家は法律の規定にもとづき私人の相続権およびその他の合法的権益を保護
する。
第66条【私有財産の保護】
私人の合法的財産は法的保護を受ける。いかなる単位、個人による横領、略
奪、破壊も禁止する。
第67条【企業への出資者の権利】
国家、集団、私人は法により出資して有限責任会社、株式会社その他の企業を
設立することができる。国家、集団、私人が所有する不動産または動産で、企業
に出資した場合、出資者は約定または出資の割合にもとづき資産の収益、重大な
意思決定及び経営管理者の選任等の権利を有し、また義務を履行する。
第68条【法人財産権】
企業法人はその不動産および動産に対して法律、行政法規および定款にもとづ
き占有、使用、収益、処分する権利を有する。
② 企業法人以外の法人の不動産および動産に対する権利は、関連する法律、行
政法規及び定款の規定を適用する。
第69条【社会団体財産の保護】
社会団体が法により所有する不動産および動産は、法的保護を受ける。
第６章 区分所有者の建築物区分所有権
第70条【建物の区分所有権】
区分所有者は建築物内の住居［住宅］、営業用の建物の専有部分に対して所有
権を有し、専有部分以外の共有部分に対して共有及び共同管理の権利を有する。
第71条【区分所有者の専有部分についての所有権の行使】
区分所有者は建築物の専有部分に対して占有、使用、収益、処分する権利を有
する。区分所有者が権利を行使するときは、建築物の安全に危害を及ぼしてはな
らず、その他の所有者の合法的権益を害ってはならない。
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第72条【区分所有者の専有部分以外の共有部分についての権利義務】
区分所有者は建築物の専有部分以外の共有部分に対して、権利を有し、義務を
負う。権利の放棄を口実に、義務の履行を拒むことはできない。
② 区分所有者が建築物内の住居、営業用の建物を譲渡するときは、その共有部
分に対して有する共有と共同管理の権利もいっしょに譲渡する。
第73条【建築区画内の場所の帰属】
建築区画内の道路は区分所有者の共有に属する。但し城鎮（原文のまま）の公
共道路に属するものはこの限りでない。建築区画内の緑地は所有者の共有に属す
る。但し城鎮（原文のまま）の公共緑地または個人に属することが明示されてい
るものはこの限りでない。建築区画内のその他の公共場所、公用施設およびビル
メンテナンスサービス用建物は、区分所有者の共有に属する。
第74条【駐車場、車庫】
建築区域内において、駐車のために計画された駐車場、車庫は、先ず区分所有
者の要求を満足させなければならない。
② 建築区域内において、駐車のために計画された駐車場、車庫の帰属は、当事
者（開発業者と区分所有者）が売買、プレミアとしての無償支給［附贈］、賃貸等
の方式でもって約定する。
③ 区分所有者が共有する道路、またはその他の土地を占有して駐車場に用いる
場合は、その駐車場は区分所有者の共有に属する。
第75条【区分所有者大会、区分所有者委員会の設立】
区分所有者は、所有者大会を設立して所有者委員会の委員を選出する。
② 県級以上の地方人民政府の関連部門は、所有者大会の設立と所有者委員会の
選出について指導し、協力しなければならない。
第76条【区分所有者の建築区画内の重大事項の決定および表決権】
区分所有者は、以下の事項を共同で決定する。
(一) 所有者大会議事規則の制定と改正
(二) 建築物およびその付属施設の管理規約の制定と改正
（三) 所有者委員会の選挙または所有者委員会メンバーの変更
（四) ビルメンテナンスサービス企業またはその他の管理人の選・解任
（五) 建築物およびその付属施設の維持修理資金の徴収
（六) 建築物およびその付属施設の改築と建替え
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（七) 共有および共同管理権に関するその他の重大な事項
② 前項第五号および第六号の規定する事項を決定する場合、専有部分が建築物
の総面積の三分の二以上を占め、且つ所有者の総人数の三分の二以上の所有者の
同意を必要とする。その他の事項を決定する場合は、専有部分が総面積の半分以
上を占め、且つ所有者の過半数の同意を必要とする。
第77条【住居の事業用区画への変更】
区分所有者は、法律、法規及び管理規約に違反して、住居［住宅］を営業用建
物に変更してはならない。区分所有者が住居を営業用の建物に変える場合は、法
律、法規および管理規約を遵守する以外に、利害関係を有する区分所有者の同意
を得なければならない。
第78条【区分所有者大会、区分所有者委員会の決定の効力】
区分所有者大会または区分所有者委員会の決定は、区分所有者に対して拘束力
を有する。
② 区分所有者大会または区分所有者委員会がなした決定が区分所有者の合法的
権益を侵害するときは、当該所有者は人民法院にその取消を請求することができ
る。
第79条【建物およびその付属施設の保守修繕基金の帰属、用途および徴収と使
用】
建築物およびその付属施設の維持修理資金は、区分所有者の共有に属する。区
分所有者の共同決定を経て、エレベーター、水槽等の共有部分の維持修理に使用
することができる。維持修理の資金の徴収、使用状況は公開しなければならな
い。
第80条【建物およびその付属施設の費用分担、収益分配】
建築物およびその付属施設の費用の分担、収益分配等の事項は、約定があれば
それにもとづく。約定がないか、または約定が不明確な場合は、所有者の専有部
分の、建築物総面積に占める割合にもとづいて確定する。
第81条【建物およびその付属施設の管理】
区分所有者は自分で建築物およびその付属施設を管理することができるし、ま
たビルメンテナンスサービス企業またはその他の管理人に委託することもできる。
② 建設単位によって委託されたビルメンテナンスサービス企業またはその他の
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管理人に対して、区分所有者は彼らを法により入れ替える権利を有する。
第82条【不動産管理企業またはその他の管理人と区分所有者の関係】
ビルメンテナンスサービス企業またはその他の管理人は、区分所有者の委託に
もとづき建築区画内の建築物およびその付属施設を管理し、且つ区分所有者の監
督を受ける。
第83条【区分所有者の義務】
区分所有者は法律、法規および管理規約を遵守しなければならない。
② 区分所有者大会および区分所有者委員会は、みだりにゴミを放置し、汚染物
を排出し、騒音を撒き散らし、規定に違反して動物を飼い、規則に違反して建物
を建て、通路を不法占拠し、ビルメンテナンス費の支払を拒む等の、他人の合法
的権益を侵害する行為に対して、法律、法規及び管理規約にもとづいて、行為者
に侵害を停止し、妨害を排除し、危険を除去し、損害を賠償するように要求する
権利を有する。区分所有者は自己の合法的権益を侵害する行為に対して、法によ
り人民法院に訴訟を提起することができる。
第７章 相隣関係
第84条【相隣関係処理の原則】
不動産の相隣の権利者は生産に有利、生活に便利、団結互助、公平合理の原則
にもとづき、正しく相隣関係を処理しなければならない。
第85条【相隣関係処理の根拠】
法律、法規に相隣関係の処理について規定があるときは、規定による。法律、
法規に規定がないときは、当地の慣習にもとづくことができる。
第86条【用水、排水の相隣関係】
不動産の権利者は相隣の権利者の用水、排水のために必要な便宜を提供しなけ
ればならない。
② 自然流水の利用については、不動産の相隣の権利者の間で合理的に分配しな
ければならない。自然流水の排出については、自然に流れる方向を尊重しなけれ
ばならない。
第87条【相隣関係における通行権】
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不動産の権利者は、相隣の権利者が通行等によりその土地を利用しなければな
らないときは、必要な便宜を提供しなければならない。
第88条【相隣地の利用】
不動産の権利者が建築物を建造、修理し、また電線、ケーブル、水道管、暖
房・ガス管等を敷設するために相隣の土地、建築物を利用しなければならないと
きは、当該土地、建築物の権利者は必要な便宜を提供しなければならない。
第89条【通風、採光および日照】
建築物の建造にさいして、国家の工事建設関連の基準に違反してはならず、相
隣の建築物の通風、採光および日照を妨げてはならない。
第90条【相隣不動産間における汚染物の廃棄、排出の禁止】
不動産の権利者は国家の規定に違反して固体廃棄物を放置し、大気汚染物質・
水汚染物質・騒音・光・電磁波輻射等の有害物質を排出してはならない。
第91条【相隣不動産の安全の維持】
不動産の権利者は、土地の掘削、建築物の建造、パイプの敷設および設備の取
り付け等につき、相隣の不動産の安全に危険を及ぼしてはならない。
第92条【相隣不動産利用の際の損害の回避】
不動産の権利者が用水、排水、通行、管の敷設および設備の取り付け等により
相隣の不動産を利用するときは、相隣の不動産の権利者に損害を与えることをで
きるかぎり避けなければならない。損害を与えたときは、賠償しなければならな
い。
第８章 共 有
第93条【共有の概念および共有の方式】
不動産または動産は、二つ以上の単位、二人以上の個人によって共有すること
ができる。共有には持分共有［按分共有］と共同共有［共同共有］がある。
第94条【持分共有】
持分共有者は、共有する不動産または動産に対してその持分額にもとづいて所
有権を有する。
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第95条【共同共有】
共同共有者は、共有する不動産または動産に対して、共同して所有権を有す
る。
第96条【共有物の管理】
共有者は、約定にもとづき共有する不動産または動産を管理する。約定がない
か、約定が不明確なときは、各共有者が管理の権利と義務を有する。
第97条【共有物の処分または重大な修繕】
共有する不動産または動産を処分するとき、および共有する不動産または動産
に対して重大な修理をなすときは、三分の二以上の持分額を占める持分共有者ま
たは全体の共同共有者の同意を経なければならない。但し共有者の間で別段の約
定があるときはこの限りでない。
第98条【共有物の管理費用の分担】
共有物の管理費用およびその他の負担について、約定があるときは、約定にも
とづく。約定がないか、または約定が不明確のときは、持分共有者は、その持分
額にもとづいて負担する。共同共有者は共同して負担する。
第99条【共有財産分割の原則】
共有者が共有する不動産または動産を分割できないことを約定し、共有関係を
維持するときは、約定にもとづかなければならない。但し共有者に分割を必要と
する重大な理由があるときは、分割を請求することができる。約定がないか、ま
たは約定が不明確のときは、持分共有者は随時分割を請求できる。共同共有者
は、共有の基礎を喪失するかまたは分割を必要とする重大な理由があるときは、
分割を請求できる。分割によって他の共有者に損害を与えたときは、賠償しなけ
ればならない。
第100条【共有物の分割方式】
共有者は、協議によって分割方式を定めることができる。協議が整わないとき
は、共有する不動産または動産が分割可能で、且つ分割によって価値を減損しな
いときは、実物を分割しなければならない。分割が不可能、または分割により価
値を減損するときは、金銭に換算して分割するか、または競売、売却によって得
た金銭を分割しなければならない。
② 共有者が分割によって得た不動産または動産に瑕疵があるときは、他の共有
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者は損失を分担しなければならない。
第101条【共有者の優先購入権】
持分共有者は、その有する共有不動産または動産の持分額を譲渡することがで
きる。他の共有者は、同等の条件のもとで優先的に購入する権利を有する。
第102条【共有財産から生じた債権債務関係の効力】
共有する不動産または動産によって生じた債権債務は、対外関係においては、
共有者は連帯して債権を有し、連帯して債務を負う。但し法律に別段の規定があ
るか、または共有者が連帯債権債務関係を具えていないことを第三者が知ってい
る場合は、この限りでない。共有者の内部関係においては、共有者に別段の定め
がある場合のほかは、持分共有者は持分額にもとづいて債権を有し、債務を負担
する。共同共有者は、共同して債権を有し、債務を負担する。債務の弁済におい
て自己の負担すべき持分額を超えた持分共有者は、その他の共有者に対して求償
する権利を有する。
第103条【共有関係が不明なときの共有関係の性質の推定】
共有者が、共有する不動産または動産に対して、持分共有にするか共同共有に
するか約定していないとき、または約定が不明確のときは、共有者が家庭関係を
有している場合を除き、持分共有と推定する。
第104条【持分共有者の持分が不明なときの持分確定の原則】
持分共有者の、共有不動産または動産に対して有する持分額につき約定がな
く、または約定が不明確のときは、出資額によって確定する。出資額を確定でき
ないときは、同等額を有するものと推定する。
第105条【用益物権および担保物権の準共有】
二つ以上の単位、二人以上の個人が共同して用益物権、担保物権を有するとき
は、本章の規定を準用する。
第９章 所有権取得の特別規定
第106条【善意取得】
処分権なき者が不動産または動産を譲受人に譲渡したときは、所有権者は取り
戻す権利を有する。法律に別段の規定ある場合を除き、以下の事由に該当すると
中華人民共和国物権法（小口・長) 61
きは、譲受人は当該不動産または動産の所有権を取得する。
（一) 譲受人が当該不動産または動産を譲り受けたとき善意であった場合
（二) 合理的価格で譲渡した場合
（三) 譲渡不動産または動産につき、法律の規定にもとづき登記しなければな
らないもので、すでに登記した場合。登記を必要としないもので、すでに譲受
人に引き渡された場合
② 譲受人が前項の規定にもとづき不動産または動産の所有権を取得したとき
は、原所有権者は処分権なき者に対して損害賠償を請求する権利を有する。
③ 当事者がその他の物権を善意で取得したときは、前１、２項の規定を準用す
る。
第107条【遺失物の善意取得】
所有権者又はその他の権利者は、遺失物を取り戻す権利を有する。当該遺失物
が譲渡を通じて他人によって占有されているときは、権利者は処分権なき者に対
して損害賠償を請求するか、または譲受人を知った時、もしくは当然知り得た時
から２年以内に、譲受人に原物の返還を請求する権利を有する。但し譲受人が競
売を通じて、または経営資格を有する経営者から当該遺失物を購入した場合、権
利者は、原物返還を請求するときに、譲受人が支払った費用を支払わなければな
らない。権利者は、譲受人に費用を支払った後、処分権なき者に求償する権利を
有する。
第108条【善意の譲受人の動産取得後の原有権利の消滅】
善意の譲受人が動産を取得した後、当該動産上の原有の権利は消滅する。但し
善意の譲受人が譲り受けのときに当該の権利を知り、または当然知り得た場合は
この限りでない。
第109条【遺失物の拾得における返還】
遺失物を拾得したときは、権利者に返還しなければならない。拾得者は権利者
に受領するようにすみやかに通知するか、または公安等の関連部門に引き渡さな
ければならない。
第110条【遺失物を受け取った際の処理】
関連部門が遺失物を受け取り、権利者を知ったときは、受領するようにすみや
かに通知しなければならない。知り得なかったときは、すみやかに受け取りに来
るようにとの公告を公布しなければならない。
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第111条【遺失物の保管】
拾得者は、遺失物を関連部門に引き渡すまで、関連部門は遺失物が受領される
まで、善良な管理者の注意義務をもって［妥善］遺失物を保管しなければならな
い。故意または重大な過失によって遺失物を毀損、滅失させたときは、民事責任
を負わなければならない。
第112条【拾った金を隠匿しない［拾金不昧］】
権利者が遺失物を受領したときは、拾得者または関連部門に対して遺失物の保
管に支払った必要費用を支払わなければならない。
② 権利者が懸賞広告を出して遺失物を捜し求めた場合は、遺失物を受領したと
き、承諾にもとづき義務を履行しなければならない。
③ 拾得者が遺失物を横領［侵占］したときは、遺失物保管に支払った費用を請
求する権利はなく、また権利者に承諾にもとづいて義務を履行するように請求す
る権利はない。
第113条【受領者のいない遺失物の国家所有への帰属】
受取公告が出された日から６ヶ月以内に、遺失物の受取人が現われなかったと
きは、遺失物は国家の所有に帰す。
第114条【漂流物の拾得、埋蔵物または包蔵物の発見】
漂流物を拾得、埋蔵物または隠匿物を発見した場合は、遺失物拾得の関連規定
を準用する。文物保護法等の法律に別段の規定があるときは、その規定にもとづ
く。
第115条【従物は主物に従って移転する】
主物が譲渡されたときは、従物は主物の譲渡に従う。但し当事者に別段の約定
があるときは、この限りでない。
第116条【天然果実および法定果実の帰属】
天然果実は所有権者が取得する。所有権者と用益物権者の双方がいるときは、
用益物権者が取得する。当事者に別段の約定があるときは、約定にもとづく。
② 法定果実は、当事者に約定があるときは、約定にもとづいて取得する。約定
がないか、または約定が不明確な場合は、取引慣習にもとづき取得する。
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第３編 用益物権
第10章 一般規定
第117条【用益物権者が享受する基本的権利】
用益物権者は、他人の所有する不動産または動産に対し、法により占有、使用
および収益する権利を有する。
第118条【国有および集団所有の自然資源、組織および個人が取得することので
きる用益物権】
国家が所有する、または国家所有で集団が使用する、および集団所有に属する
ことを法律で規定する天然資源は、単位、個人が法により占有、使用および収益
することができる。
第119条【自然資源使用制度】
国家は、自然資源の有償使用制度を行なう。但し法律に別段の規定がある場合
はこの限りでない。
第120条【用益物権者の権利行使】
用益物権者の権利行使は、資源の保護および合理的な開発利用に関する法律の
規定を遵守しなければならない。所有権者は、用益物権者の権利行使に干渉して
はならない。
第121条【用益物権者は収用、徴用による補償を得る権利がある】
不動産または動産の収用、徴用により用益物権が消滅し、または用益物権の行
使に影響があった場合、用益物権者は、本法第42条、第44条の規定にもとづいて
相応の補償を得る権利を有する。
第122条【海域使用権】
法により取得した海域使用権は、法律の保護を受ける。
第123条【合法的採鉱権等は法的保護を受ける】
早法82巻４号（2007）64
法により取得した試掘権、採鉱権、取水権および水域、砂洲地を使用して養
殖、漁労に従事する権利は、法律の保護を受ける。
第11章 土地請負経営権
第124条【二重の経営体制】
農村集団経済組織は、家族請負経営を基礎として統一と分散を結合させた二重
経営体制を実行する。
② 農民集団所有および農民集団が使用する国家所有の耕地、林地、草地および
その他の農業に用いられる土地は、法により土地請負経営制度を実行する。
第125条【土地請負経営権者が享受する基本的権利】
土地請負経営権者は、法によりその請負経営する耕地、林地、草地等について
占有、使用および収益する権利を有し、栽培業、林業、牧畜業等の農業生産に従
事する権利を有する。
第126条【土地請負期間】
耕地の請負期間は30年とする。草地の請負期間は30年ないし50年とする。林地
の請負期間は30年ないし70年とするが、特殊な林木の林地の請負期間について
は、国務院の林業行政主管部門の許可を経て延長することができる。
② 前項に規定する請負期間が満了した場合、土地請負経営権者は、国家の関連
規定にもとづいて請負を継続する。
第127条【土地請負経営権の設定および登記】
土地請負経営権は、土地請負経営権契約が効力を生じた時に設定される。
② 県級以上の地方人民政府は、土地請負経営権者に土地請負経営権証、林権証
または草原使用権証を交付するとともに、あわせて登記簿を作成して登記し、土
地請負経営権を確認しなければならない。
第128条【家族請負の土地請負経営権の流通】
土地請負経営権者は、農村土地請負法の規定にもとづき、土地請負経営権を下
請、交換、譲渡等の方式で流通させる権利を有する。流通の期間は、請負期間の
残りの期間を超過してはならない。法による許可を経ていない場合は、請負地を
非農業建設に用いてはならない。
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第129条【土地請負経営権の交換、譲渡における登記】
土地請負経営権者は、土地請負経営権を交換、譲渡して、当事者が登記を要求
する場合、県級以上の地方人民政府に土地請負経営権の変更登記を申請しなけれ
ばならず、登記を経ていないときは、善意の第三者に対抗することができない。
第130条【請負地の調整】
請負期間内に、発注者［発包人］は請負地を調整してはならない。
② 自然災害により請負地が著しく毀損される等の特殊な事情があって、請け負
う耕地および草地を適切に調整する必要がある場合は、農村土地請負法等の法律
の規定にもとづいて処理しなければならない。
第131条【請負地の回収】
請負期間内に、発注者は請負地を回収してはならない。農村土地請負法等の法
律に別段の規定がある場合は、その規定にもとづく。
第132条【請負地の被収用補償】
請負地が収用される場合、土地請負経営権者は、本法第42条第２項の規定にも
とづいて相応の補償を得る権利を有する。
第133条【入札等の方式で請け負った土地請負経営権の流通】
入札、競売、公開協議等の方式を通じて荒地等の農村土地を請け負った場合
は、農村土地請負法等の法律および国務院の関連規定にもとづいて、その土地請
負経営権を譲渡、出資、抵当またはその他の方式で流通させることができる。
第134条【国有農用地で請負経営を行う際の法適用】
国家所有の農用地で請負経営を実行する場合は、本法の関連規定を準用する。
第12章 建設用地使用権
第135条【建設用地使用権の概念】
建設用地使用権者は、法により国家所有の土地に対し占有、使用および収益す
る権利を有し、当該土地を利用して建築物、構築物およびその付属施設を建造す
る権利を有する。
第136条【建設用地使用権の分層設定［分層設立］】
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建設用地使用権は、土地の地表、地上または地下にそれぞれ設定することがで
きる。新たに設定する建設用地使用権は、すでに設定されている用益物権を侵害
してはならない。
第137条【建設用地使用権の払い下げ［出譲］方式】
建設用地使用権の設定は、払い下げまたは割り当て［ ］等の方式を採用す
ることができる。
② 工業、商業、旅行、娯楽および商品住宅等の経営的性質のある用地、および
同一の土地に二人以上の土地を使用したい者がある場合は、入札、競売等の公開
競争入札の方式での払い下げが採用されなければならない。
③ 割り当て方式での建設用地使用権の設定は、厳格に制限する。割り当て方式
を採用する場合は、法律、行政法規の土地用途に関する規定を遵守しなければな
らない。
第138条【建設用地使用権払い下げ契約の内容】
入札、競売、協議等の払い下げ方式を採用して建設用地使用権を設定する場
合、当事者は、書面の形式で建設用地使用権の払い下げ契約を締結しなければな
らない。
② 建設用地使用権払い下げ契約は、一般的に以下の条項を含む。
（一) 当事者の名称および住所
（二) 土地の境界所在地、面積等
（三) 建築物、構築物およびその付属施設が占用する空間
（四) 土地の用途
（五) 使用制限
（六) 払い下げ金等の費用およびその支払い方式
（七) 紛争解決の方法
第139条【建設用地使用権の登記】
建設用地使用権を設定する場合は、登記機関に建設用地使用権の登記を申請し
なければならない。登記機関は、建設用地使用権者に建設用地使用権証書を交付
しなければならない。
第140条【土地の用途】
建設用地使用権者は、土地を合理的に利用しなければならず、土地の用途を変
更してはならない。土地の用途を変更する必要がある場合は、法により関連行政
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主管部門の許可を得なければならない。
第141条【建設用地使用権者の払い下げ金等の費用支払い義務】
建設用地使用権者は、法律の規定および契約の約定にもとづいて払い下げ金等
の費用を支払わなければならない。
第142条【建設用地使用権者が建築する建物等の施設の権利帰属】
建設用地使用権者が建造する建築物、構築物およびその付属施設の所有権は、
建設用地使用権者に属する。但しこれと異なることを証明する証拠がある場合は
この限りでない。
第143条【建設用地使用権の流通方式】
建設用地使用権者は、建設用地使用権を譲渡、交換、出資、贈与または抵当権
設定する権利を有する。但し法律に別段の規定がある場合はこの限りでない。
第144条【建設用地使用権を処分する契約の形式および期間】
建設用地使用権を譲渡、交換、出資、贈与または抵当権設定する場合、当事者
は、書面の形式で相応の契約を締結しなければならない。使用期間は当事者が約
定するものとするが、建設用地使用権の残余期間を超過してはならない。
第145条【建設用地使用権流通後の変更登記】
建設用地使用権を譲渡、交換、出資または贈与する場合は、登記機関に変更登
記を申請しなければならない。
第146条【建物等の施設は建設用地使用権の流通に従って一括して処分される】
建設用地使用権を譲渡、交換、出資または贈与する場合、当該土地上に付着す
る建築物、構築物およびその付属施設は、一括して処理する。
第147条【建設用地使用権は建物等の使節の流通に従って一括して処分される】
建築物、構築物およびその付属施設を譲渡、交換、出資または贈与する場合、
当該建築物、構築物およびその付属施設の占用範囲内の建設用地使用権は、一括
して処理する。
第148条【建設用地使用権の繰り上げ回収［提前収回］およびその補償】
建設用地使用権の期間満了前に、公共の利益により当該土地を事前に回収する
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必要が生じた場合は、本法第42条の規定にもとづいて当該土地上の家屋およびそ
の他の不動産についての補償を与えなければならず、あわせて相応の土地払い下
げ金を返還しなければならない。
第149条【建設用地使用権の期間継続および土地上の家屋ならびにその他の不動
産の帰属】
住宅建設用地使用権の期間が満了した場合は、自動的に更新される。
② 非住宅建設用使用権の期間満了後の更新については、法律の規定にもとづい
て処理する。当該土地上の家屋およびその他の不動産の帰属について、約定があ
る場合は、約定にもとづくが、約定がないか、または約定が不明確な場合は、法
律、行政法規の規定にもとづいて処理する。
第150条【建設用地使用権の取消登記】
建設用地使用権が消滅した場合、払い下げ人は、すみやかに取消登記をしなけ
ればならない。登記機関は、建設用地使用権証書を回収しなければならない。
第151条【集団所有の土地を建設用地にする】
集団所有の土地を建設用地とする場合は、土地管理法等の法律の規定にもとづ
いて処理しなければならない。
第13章 宅地使用権
第152条【宅地使用権の権利の内容】
宅地使用権者は、集団所有の土地を法により占有および使用する権利を有し、
法により当該土地を利用して住宅およびその付属施設を建造する権利を有する。
第153条【宅地使用権の取得、行使および移転に適用される法律の関連性】
宅地使用権の取得、行使および譲渡については、土地管理法等の法律および国
家の関連規定を適用する。
第154条【宅地滅失後の再分配】
宅地が自然災害等の原因により滅失した場合、宅地使用権は消滅する。宅地を
失った村民については、あらためて宅地を分配しなければならない。
第155条【宅地使用権の変更登記および取消登記】
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登記をした宅地使用権が譲渡され、あるいは消滅した場合は、すみやかに変更
登記または抹消登記をしなければならない。
第14章 地役権
第156条【地役権】
地役権者は、契約の約定にもとづいて、他人の不動産を利用することにより、
自己の不動産の有用性を高める権利を有する。
② 前項でいう他人の不動産が承役地［供役地］であり、自己の不動産が要役地
［需役地］である。
第157条【地役権の設定】
地役権の設定ついて、当事者は、書面の形式で地役権設定契約を締結しなけれ
ばならない。
② 地役権設定契約は、一般に以下の条項を含む。
（一) 当事者の氏名または名称および住所
（二) 承役地および要役地の位置
（三) 利用の目的および方法
（四) 存続期間
（五) 費用およびその支払方法
（六) 紛争解決の方法
第158条【地役権の効力】
地役権は、地役権設定契約の効力が生じた時に設定される。当事者が登記を請
求した場合は、登記機関に地役権設定登記を申請することができるが、登記がな
ければ、善意の第三者に対抗することができない。
第159条【承役地の権利者の義務】
承役地の権利者は、契約の約定に照らして、地役権者がその土地を利用するこ
とを承諾しなければならず、地役権者の権利行使を妨害してはならない。
第160条【地役権者の権利義務】
地役権者は、契約で約定した利用の目的および方法にもとづいて承役地を利用
しなければならず、承役地の権利者の物権に対する制限をできる限り減らさなけ
ればならない。
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第161条【地役権の期間】
地役権の期間は、当事者が約定するものとする。但し土地請負経営権、建設用
地使用権等の用益物権の残余期間を超えてはならない。
第162条【地役権を享受および負担する土地の上での請負経営権、宅地使用権の
設定】
土地所有権者が地役権を有し、または地役権を負担する場合、土地請負経営
権、宅地使用権を設定したときは、当該土地の請負経営権者、宅地使用権者はす
でに設定された地役権を引き続き有し、または負担する。
第163条【すでに用益物権が設定されている土地の上での地役権の設定】
土地の上に土地請負経営権、建設用地使用権、宅地使用権等の権利がすでに設
定されている場合は、用益物権者の同意を得ずに土地所有権者が地役権を設定し
てはならない。
第164条【地役権は要役地と分離して単独で移転できない】
地役権は単独で譲渡してはならない。土地請負経営権、建設用地使用権等を譲
渡する場合は、地役権も一括して譲渡される。但し契約に別段の約定があるとき
はこの限りでない。
第165条【地役権は単独で担保に供されない】
地役権に単独で抵当権を設定してはならない。土地請負経営権、建設用地使用
権等に抵当権を設定する場合は、抵当権を実行する時に、地役権も一括して譲渡
される。
第166条【要役地の上の土地請負経営権、建設用地使用権の一部の移転】
要役地および要役地上の土地請負経営権、建設用地使用権の一部を譲渡する場
合、譲渡部分が地役権にわたるとき、譲受人は地役権も同時に享有する。
第167条【承役地の上の土地請負経営権、建設用地使用権の一部の移転】
承役地および承役地上の土地請負経営権、建設用地使用権の一部を譲渡する場
合、譲渡部分が地役権にわたるとき、地役権は、譲受人に対する拘束力を有す
る。
第168条【地役権の消滅】
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地役権者に以下の事由が存する場合、承役地の権利者は、地役権設定契約を解
除する権利を有し、地役権は消滅する。
（一) 法律の規定または契約の約定に違反し、地役権を濫用した場合
（二) 承役地を有償利用する場合、約定した支払期限を徒過した後、合理的な
期間内に２回催告してもなお費用を支払わない場合
第169条【地役権変動後の登記】
すでに登記した地役権の変更、譲渡または消滅の場合は、すみやかに変更登記
または抹消登記をしなければならない。
第４編 担保物権
第15章 一般規定
第170条【担保物権の定義】
担保物権者は、債務者が履行期の到来した債務を履行しない場合、または当事
者が約定した担保物権を実行する事由が生じた場合、法により担保財産について
優先的に弁済を受ける権利を有する。但し法律に別段の規定があるときはこの限
りでない。
第171条【担保物権の適用範囲および求償的担保】
債権者は、貸借、売買等の民事活動において、その債権の実現を保障するため
に、担保を要する場合は、本法およびその他の法律の規定にもとづいて担保物権
を設定することができる。
② 第三者が債務者のために債権者へ担保を供する場合、債務者に求償的担保
［反担保］の提供を請求することができる。求償的担保については本法およびそ
の他の法律の規定を適用する。
第172条【担保権設定契約の従属性および担保権設定契約無効後の法的責任】
担保物権の設定は、本法およびその他の法律の規定にもとづいて担保権設定契
約を締結しなければならない。担保権設定契約は、主たる債権債務契約の従たる
契約である。主たる債権債務契約が無効の場合は、担保権設定契約も無効とな
る。但し法律に別段の規定があるときはこの限りでない。
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② 担保権設定契約の無効が確認された後、債務者、担保権設定者または債権者
に故意・過失があった場合は、その故意・過失にもとづいて各自相応の民事責任
を負わなければならない。
第173条【担保物権が担保する範囲】
担保物権の担保範囲には、主たる債権およびその利息、違約金、損害賠償金、
担保財産の保管および担保物権実行の費用が含まれる。当事者に別段の約定があ
る場合は、約定による。
第174条【担保物権の物上代位】
担保存続期間内において、担保財産の毀損、滅失、または収用等があった場
合、担保物権者は、取得した保険金、賠償金、または補償金等について優先して
弁済を受けることができる。被担保債権の履行期が到来していない場合であって
も、当該保険金、賠償金、または補償金等を供託させることができる。
第175条【担保権設定者の同意を得ずに債務者が債務を移転した場合の法的効果】
第三者が担保を供するも、書面での同意がなされておらず、債権者が債務者に
よる債務の全部または一部の譲渡を承諾した場合、担保権設定者は、それについ
ての担保責任を負わない。
第176条【物的担保と人的担保の関係】
被担保債権に物的担保も人的担保もある場合に、債務者が履行期の到来した債
務を履行しないとき、または当事者が約定した担保物権を実行する事由が生じた
とき、債権者は、約定にもとづいて債権を実現しなければならない。約定がな
い、または約定が不明確であり、債務者自身が物的担保を供しているときは、債
権者は、まず当該物的担保について債権を実現しなければならない。第三者が物
的担保を供しているときは、債権者は、物的担保について債権を実現してもよい
し、保証人に保証責任を負うよう請求してもよい。担保を供した第三者は、担保
責任を負った後、債務者に求償する権利を有する。
第177条【担保物権の消滅原因】
以下の事由が存する場合、担保物権は消滅する。
（一) 主たる債権が消滅した場合
（二) 担保物権が実行された場合
（三) 債権者が担保物権を放棄した場合
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（四) 法律で規定する担保物権が消滅するその他の場合
第178条【担保法と本法の効力の関連】
担保法と本法の規定が一致しない場合は、本法を適用する。
第16章 抵当権
第１節 普通抵当権
第179条【抵当権の基本的権利】
債務の履行を担保するために、債務者または第三者が財産の占有を移転せず
に、当該財産の抵当権を債権者に設定した場合、債務者が履行期の到来した債務
を履行しないとき、または当事者が約定した抵当権を実行する事由が生じたとき
は、債権者は当該財産について優先的に弁済を受ける権利を有する。
② 前項で規定する債務者または第三者が抵当権設定者であり、債権者が抵当権
者であり、担保に供した財産が抵当財産である。
第180条【抵当権の目的物の範囲】
債務者または第三者が処分権を有する以下の財産には抵当権を設定することが
できる。
（一) 建物およびその他の土地の定着物
（二) 建設用地使用権
（三) 入札、競売、公開協議等の方式で取得した荒地等の土地請負経営権
（四) 生産設備、原材料、半完成品、製品
（五) 建造中の建物、船舶または飛行機
（六) 交通輸送機関
（七) 法律、行政法規で抵当を禁止していないその他の財産
② 抵当権設定者は、前項に掲げる財産につき一括して抵当権を設定することが
できる。
第181条【浮動抵当［浮動抵押］】
当事者の書面による合意により、企業、個人商工業者、農業生産経営者は現有
の、および将来有するであろう生産設備、原材料、半完成品、製品に抵当権を設
定することができ、債務者が履行期の到来した債務を履行しない場合、または当
事者が約定した抵当権を実行する事由が生じた場合、債権者は、抵当権実行時の
早法82巻４号（2007）74
動産について優先的に弁済を受ける権利を有する。
第182条【不動産の抵当関係】
建物に抵当権を設定する場合は、当該建物の占用範囲内の建設用地使用権にも
一括して抵当権を設定する。建設用地使用権に抵当権を設定する場合は、当該土
地上の建物にも一括して抵当権を設定する。
② 抵当権設定者が前項の規定にもとづいて一括して抵当権を設定していない場
合は、抵当権を設定していない財産にも一括して抵当権が設定されたものとみな
す。
第183条【郷鎮、村の企業の建物および建設用地使用権の抵当】
郷鎮、村の企業の建設用地使用権に単独で抵当権を設定することはできない。
郷鎮、村の企業の工場等の建物に抵当権を設定する場合は、その占用範囲内の建
設用地使用権にも一括して抵当権を設定する。
第184条【抵当の禁止】
以下の財産には抵当権を設定してはならない。
（一) 土地所有権
（二) 耕地、宅地、自留地、自留山等の集団所有に属する土地使用権、但し法
律で抵当権を設定できると規定するものは除く
（三) 学校、幼稚園、病院等の公益を目的とする事業組織、社会団体の教育施
設、医療衛生施設およびその他の社会公益のための施設
（四) 所有権、使用権が不明である、または争いのある財産
（五) 法により封印、押収、管理されている財産
（六) 法律、行政法規で抵当権を設定してはならないと規定するその他の財産
第185条【抵当権の設定】
抵当権の設定は、当事者が書面の形式で抵当権設定契約を締結しなければなら
ない。
② 抵当権設定契約は一般に以下の条項を含む。
（一) 被担保債権の種類および額
（二) 債務者が債務を履行する期限
（三) 抵当財産の名称、数量、品質、状況、所在地、所有権の帰属または使用
権の帰属
（四) 担保の範囲
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第186条【流抵当の禁止】
抵当権者は、債務の履行期が到来する前に、債務者が履行期の到来した債務を
履行しないときは、抵当財産を債権者の所有に帰することを抵当権設定者と約定
することができない。
第187条【不動産抵当の登記】
本法第180条第１項第１号ないし第３号に規定する財産または第５号で規定す
る建造中の建物に抵当権を設定する場合は、抵当権設定登記をしなければならな
い。抵当権は登記の時より効力を生じる。
第188条【動産抵当の効力】
本法第180条第１項第４号、第６号に規定する財産または第５号で規定する建
造中の船舶、航空機に抵当権を設定する場合、抵当権は、抵当権設定契約が効力
を生じた時に設定されるものとし、登記がなければ、善意の第三者に対抗するこ
とができない。
第189条【動産浮動抵当の登記】
企業、個人商工業者、農業生産経営者が本法第181条で規定する動産に抵当権
を設定する場合は、抵当権設定者の住所地の工商行政管理部門で登記をしなけれ
ばならない。抵当権は、抵当権設定契約が効力を生じた時に設定されるものと
し、登記がなければ、善意の第三者に対抗することができない。
② 本法第181条の規定にもとづいて抵当権を設定した場合、正常な経営活動に
おいて合理的な代価を支払い、抵当財産を取得した買主に対抗することができな
い。
第190条【抵当権と賃貸借権の関係】
抵当権設定契約を締結する前に抵当財産を賃貸していた場合、原賃貸借関係
は、当該抵当権の影響を受けない。抵当権設定の後に抵当財産を賃貸した場合、
当該賃貸借関係は、登記をした抵当権に対抗することができない。
第191条【抵当期間における抵当財産の譲渡】
抵当権存続期間内に、抵当権設定者が抵当権者の同意を得て抵当財産を譲渡し
た場合は、譲渡により得た代価により抵当権者に前もって債務を弁済し、または
供託しなければならない。譲渡の代価で債権額を超える部分は抵当権設定者の所
有に帰し、不足部分は債務者が弁済する。
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② 抵当権存続期間内に、抵当権設定者は、抵当権者の同意を得なければ、抵当
財産を譲渡することができない。但し譲受人が債務を代位弁済し抵当権を消滅さ
せた場合はこの限りでない。
第192条【抵当権の譲渡または他の債権の担保】
抵当権は債権と分離して単独で譲渡、またはその他の債権の担保に供すること
ができない。債権を譲渡する場合は、当該債権を担保する抵当権も一括して譲渡
される。ただし法律に特別の規定があるか、当事者に特別の約定があれば、この
限りでない。
第193条【抵当財産の毀損または価値減少のときの処理】
抵当権設定者の行為が抵当財産の価値の減少をもたらしうる場合、抵当権者
は、抵当権設定者にその行為の停止を請求する権利を有する。価値の減少をもた
らしたとき、抵当権者は、抵当財産の価値の回復または減少した価値に相応する
担保の提供を請求する権利を有する。抵当権設定者が抵当財産の価値の回復も担
保の提供もしないとき、抵当権者は、債務者に債務の履行期到来前［提前］弁済
を請求する権利を有する。
第194条【抵当権者による抵当権の放棄、抵当権の順位と変更】
抵当権者は、抵当権または抵当権の順位を放棄することができる。抵当権者は
抵当権設定者との合意により抵当権の順位および被担保債権額等の内容を変更す
ることができる。但し抵当権の変更は、その他の抵当権者の書面での同意を得な
ければ、その他の抵当権者に不利な影響を与えることができない。
② 債務者が自己の財産に抵当権を設定し、抵当権者が当該抵当権もしくは抵当
権の順位を放棄し、または抵当権を変更した場合、その他の担保者は、抵当権者
が優先して弁済を受ける権益を喪失した範囲において担保責任を免れる。但しそ
の他の担保者がなお担保を提供することを承諾したときはこの限りでない。
第195条【抵当権実行の条件、方式および手続】
債務者が履行期の到来した債務を履行せず、あるいは当事者が約定した抵当権
を実行する事由が生じた場合、抵当権者は、抵当権設定者との合意により抵当財
産を換価し、または当該抵当財産を競売、もしくは売却［変売］して得た代価で
優先的に弁済を受けることができる。その他の債権者の利益を損なう合意をなし
たときは、その他の債権者は、取消事由を知った日、または当然知り得た日から
１年以内に人民法院に当該合意の取消しを請求することができる。
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② 抵当権者が抵当権設定者と抵当権の実行方法について合意に至らなかった場
合、抵当権者は、人民法院に抵当財産の競売または売却を請求することができ
る。
③ 抵当財産を換価弁済または売却する場合は、市場価格を参照しなければなら
ない。
第196条【抵当権の目的物の確定】
本法第181条の規定にもとづいて抵当権を設定する場合、抵当財産は、以下の
事由が生じたときに確定する。
（一) 債務の履行期が到来したが、債権が実現されていないとき
（二) 抵当権設定者が破産宣告を受け、または（営業許可を―訳者補）取り消
されたとき
（三) 当事者が約定した抵当権を実行する事由
（四) 債権の実現に著しい影響のあるその他の事由
第197条【抵当権の目的物の果実】
債務者が履行期の到来した債務を履行せず、または当事者が約定した抵当権を
実行する事由が生じ、抵当財産に人民法院の法による差し押さえがなされた場合
は、差押えの日から抵当権者は当該抵当財産の天然果実または法定果実を収取す
る権利を有する。但し抵当権者が法定果実を弁済しなければならない義務者に通
知しなかったときはこの限りでない。
② 前項に規定する果実は、まず果実収取費用に充当しなければならない。
第198条【抵当権の目的物の実行後の処理】
抵当財産を換価弁済し、または当該抵当財産を競売、もしくは売却した後、そ
の代価の債権額を超える部分は抵当権設定者の所有に帰し、不足部分は債務者が
弁済する。
第199条【複数の抵当権の清算後の順序】
同一の財産が２人以上の債権者のために抵当権を設定された場合、抵当財産を
競売、売却して得た代価は、以下の規定にもとづいて弁済する。
（一) 抵当権の登記がある者は、登記の先後により弁済を受け、同順位の者
は、債権の割合に応じて弁済を受ける
（二) 抵当権の登記がある者は、登記のない者に優先して弁済を受ける
（三) 抵当権の登記がない者は、債権の割合に応じて弁済を受ける
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第200条【建設用地使用権への抵当権設定における特別規定】
建設用地使用権に抵当権を設定した後、当該土地の上に新たに建造された建物
は抵当財産に属さない。当該建設用地使用権を競売する必要がある場合は、当該
土地の上に新たに建造された建物と建設用地使用権を一括して競売することがで
きる。但し新たに建造された建物を競売して得た代価について、抵当権者は優先
弁済を受ける権利を有さない。
第201条【農村土地請負経営権または郷鎮、村の企業の建設用地使用権への抵当
権設定における特別規定】
本法第180条第１項第３号の規定によって土地請負経営権に抵当権を設定した
場合、または本法183条の規定によって郷鎮、村の企業の工場等の建物の占用範
囲内の建設用地使用権に一括して抵当権を設定した場合、抵当権実行後は、法定
の手続を経なければ土地所有権の性質および土地用途を変更してはならない。
第202条【抵当権の存続期間】
抵当権者は、主たる債権の訴訟時効期間内に抵当権を行使しなければならな
い。行使しなかった場合、人民法院は保護しない。
第２節 根抵当権
第203条【根抵当の概念】
債務の履行を担保するために、債務者または第三者が一定期間内に継続的に発
生するであろう債権について担保財産を提供した場合、債務者が履行期の到来し
た債務を履行せず、あるいは当事者が約定した抵当権を実行する事由が発生する
と、抵当権者は極度額の限度において当該担保財産について優先的に弁済を受け
る権利を有する。
② 根抵当権の設定前に存在していた債権は、当事者の同意を得て、根抵当の担
保する債権の範囲に組み入れることができる。
第204条【根抵当で担保する主たる債権および根抵当権の移転】
根抵当の担保する債権の確定前に、一部の債権を譲渡した場合、根抵当権は譲
渡されない。但し当事者に別段の約定があるときはこの限りでない。
第205条【抵当権者と抵当権設定者による根抵当の協議による変更の関連内容】
根抵当の担保する債権の確定前に、抵当権者は、抵当権設定者との合意により
債権確定の期日、債権の範囲および極度額を変更できるが、変更した内容が他の
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抵当権者に不利な影響を与えててはならない。
第206条【根抵当権で担保する債権の確定事由】
以下の事由が存する場合は、抵当権者の債権が確定する。
（一) 約定した債権確定期日が到来した場合
（二) 債権確定期日の約定をしておらず、または約定が不明確であり、抵当権
者または抵当権設定者が根抵当権設定の日から２年を経た後に債権の確定を請
求した場合
（三) 新たな債権が生じる可能性がなくなった場合
（四) 抵当財産が封印、または差し押さえされた場合
（五) 債務者または抵当権設定者が破産宣告を受け、または（営業許可を）取
り消された場合
（六) 法律で規定する債権を確定するその他の事由
第207条【根抵当権における一般抵当権の関連条項の適用】
根抵当権については本節の規定を適用するほか、本章第１節の一般抵当権の規
定を適用する。
第17章 質 権
第１節 動産質権
第208条【動産質権の基本的内容】
債務の履行を担保するため、債務者または第三者がその動産を債権者に占有さ
せた場合、債務者が弁済期の到来した債務を履行せず、あるいは当事者が約定し
た質権を実行する事由が生じると、債権者は、その動産について優先して弁済を
受ける権利を有する。
② 前項で規定する債務者または第三者が質権設定者であり、債権者が質権者で
あり、引き渡した動産が質物である。
第209条【質権設定を禁止する動産】
法律、行政法規で譲渡を禁止する動産は、質入れしてはならない。
第210条【質権設定契約】
質権を設定する場合、当事者は書面の形式により質権設定契約を締結しなけれ
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ばならない。
② 質権設定契約は一般に以下の条項を含む。
（一) 被担保債権の種類および額
（二) 債務者が債務を履行する期限
（三) 質物の名称、数量、品質、状況
（四) 担保の範囲
（五) 質物を引き渡す時期
第211条【流質の禁止】
質権者は、債務の履行期到来前において、債務者が履行期の到来した債務を履
行しないときは、質物を債権者の所有とする旨の約定を質権設定者としてはなら
ない。
第212条【動産質権の設定】
質権は、質権設定者が質物を引き渡した時に設定される。
第213条【質権者の果実収取権】
質権者は、質物の果実を収取する権利を有する。但し契約に別段の約定がある
ときはこの限りでない。
② 前項で規定する果実は、まず果実収取の費用に充当しなければならない。
第214条【質権者における質物の使用・処分の制限および法的責任】
質権者は、質権の存続期間内に、質権設定者の承諾を得ずに、質物をみだりに
使用、処分し、質権設定者に損害を与えたときは、賠償責任を負わなければなら
ない。
第215条【質権者における質物を善良に管理する義務】
質権者は、質物を善良に保管する義務を負う。善良でない保管により質物を毀
損、滅失させた場合、質権者は、賠償責任を負わなければならない。
② 質権者の行為により質物を毀損、滅失させる恐れがある場合、質権設定者
は、質権者に、質物の供託、または弁済の時期を繰り上げて、質物の返還を請求
することができる。
第216条【質物の保全】
質権者の責めに帰すべからざる事由により、質物を毀損させ、またはその価値
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を明らかに減少させる恐れがある場合、質権者は、質権設定者に、相応の担保の
提供を請求する権利を有する。質権設定者が担保を提供しないときは、質権者
は、質物を競売または売却することができ、かつ、質権設定者との協議により、
競売または売却で得た換価金でもって債務の繰り上げ弁済または供託をすること
ができる。
第217条【転質権】
質権者は、質権存続期間に、質権設定者の承諾を得ずに、質物を転質して、質
物を毀損、滅失させた場合は、質権設定者に対して賠償責任を負わなければなら
ない。
第218条【質権の放棄およびその他の担保権設定者の責任負担原則】
質権者は、質権を放棄することができる。債務者が自己の財産に質権を設定
し、質権者がその質権を放棄した場合、その他の担保権設定者は、質権者が優先
弁済を受ける権益を喪失する限度において、その担保責任を免れる。但しその他
の担保権設定者が担保を提供することを承諾したときはこの限りでない。
第219条【質物の返還および質権の実行】
債務者が債務を履行し、または質権設定者が被担保債権を繰り上げ弁済した場
合、質権者は、質物を返還しなければならない。
② 債務者が履行期の到来した債務を履行せず、あるいは当事者が約定した質権
を実行する事由が生じた場合、質権者は質権設定者との協議により質物を換価す
ることができ、また質物を競売、売却することで得た換価金につき、優先弁済を
受けることもできる。
③ 質物を換価、または売却するときは、市場価格を参照しなければならない。
第220条【質権請求権のすみやかな行使および質権行使懈怠の責任】
質権設定者は、債務の弁済期到来後に質権者にすみやかに質権を行使するよう
請求することができる。質権者が行使しない場合、質権設定者は人民法院に質物
の競売、売却を請求することができる。
② 質権設定者が質権者に質権のすみやかな実行を請求したが、質権者が実行を
怠ったことにより損害を生じた場合、質権者は賠償責任を負う。
第221条【質権の換価金の帰属原則】
質物を換価、または競売、売却した後、債権額を超える部分の換価金は質権設
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定者の所有となり、不足部分は債務者が弁済する。
第222条【根質権】
質権設定者と質権者は、協議をして根質権を設定することができる。
② 根質権は、本節の規定を適用するほか、本法第16章第２節の根抵当権の規定
を準用する。
第２節 権利質権
第223条【質権設定できる権利の範囲】
債務者または第三者は、処分権を有する以下の権利に質権を設定することがで
きる。
（一) 為替手形、小切手、約束手形
（二) 債券、預金証書
（三) 倉庫証券、貨物引換証
（四) 譲渡可能な基金の持分、株式
（五) 譲渡可能な登録商標の専用権、特許権、著作権などの知的財産権におけ
る財産権
（六) 売掛債権［応収 款］
（七) 法律、行政法規で質権を設定できると規定するその他の財産権
第224条【有価証券等を質物とする質権の設定】
為替手形、小切手、約束手形、債券、預金証書、倉庫証券、貨物引換証が質権
を設定する場合、当事者は書面による契約を締結しなければならない。質権は、
権利証書が質権者に引き渡された時に、設定される。権利証書がない場合、質権
は、関連部門が質権設定登記を行った時に設定される。
第225条【質権者が権利を行使する際の特別規定】
為替手形、小切手、約束手形、債券、預金証書、倉庫証券、貨物引換証の支払
期日または引渡期日が主たる債権の履行期より早く到来する場合、質権者は、支
払または貨物の引渡しを受けることができ、かつ質権設定者との協議により支払
われた金員または引渡しを受けた貨物で、債務の繰り上げ弁済または供託をする
こともできる。
第226条【基金の持分、株式を質物とする権利質権の設定および質権設定者の基
金の持分、株式の処分の制限】
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基金の持分、株式に質権が設定される場合、当事者は書面により契約を締結し
なければならない。基金の持分、証券登記決算機構に登記された株式に質権を設
定するとき、質権は、証券登記決算機構が質権設定登記を受理した時に設定され
る。その他の株式に質権が設定されるとき、質権は、工商行政管理部門が質権設
定登記を受理した時に設定される。
② 基金の持分、株式に質権が設定された後は、譲渡することができない。但し
質権設定者が質権者と協議して同意のある場合はこの限りでない。質権設定者
が、基金の持分、株式の譲渡で取得した換価金は、質権者への債権の繰り上げ弁
済に充当し、または供託しなければならない。
第227条【知的財産における財産権をもって質権を設定する権利質の設定および
質権設定者による知的財産処分の制限】
登録した商標専用権、特許権、著作権等の知的財産権中の財産権に質権を設定
する場合、当事者は書面による契約を締結しなければならない。質権は、関連す
る主管部門が質権設定登記を行った時に設定される。
② 知的財産権中の財産権に質権を設定した後は、質権設定者は譲渡、または他
人の使用を許可することができない。但し質権設定者が質権者と協議して同意の
ある場合はこの限りでない。質権設定者が質権を設定した知的財産権の譲渡、ま
たは他人の使用を許可することで取得した換価金は、質権者に対する繰り上げ弁
済、または供託に充てなければならない。
第228条【売掛債権［応収 款］に質権を設定する権利質の設定および質権設定
者における売掛債権譲渡の制限】
売掛債権に質権を設定する場合、当事者は書面による契約を締結しなければな
らない。質権は、信用付与機関が質権設定登記を行った時に、設定される。
② 売掛債権に質権が設定された後は、譲渡することができない。但し質権設定
者が質権者と協議して同意のある場合はこの限りでない。質権設定者は、売掛債
権の譲渡で取得した換価金を、質権者に対する繰り上げ弁済、または供託に充て
なければならない。
第229条【権利質権への動産質の規定の適用】
権利質権は、本節の規定を適用するほか、本章第一節の動産質権の規定を適用
する。
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第18章 留置権
第230条【留置権の一般規定】
債務者が弁済期の到来した債務を履行しない場合、債権者は合法的に占有して
いる債務者の動産を留置することができ、かつ、当該動産について、優先弁済を
受ける権利を有する。
② 前項で規定する債権者は留置権者であり、占有されている動産は留置物であ
る。
第231条【留置物と債権の関係】
債権者が留置する動産は、債権と同一の法律関係に属さなければならない。但
し企業間での留置はこの限りでない。
第232条【留置権の適用範囲と制限】
法律の規定または当事者の約定より留置することのできない動産は、留置して
はならない。
第233条【可分物を留置物とする特別規定】
留置物が分割可能な物の場合、留置物の価値は、債務額に相当しなければなら
ない。
第234条【留置権者の保管義務】
留置権者は、留置物を善良に保管する義務を負う。善良でない保管により留置
物が毀損、滅失した場合、留置権者は賠償責任を負わなければならない。
第235条【留置権者における果実収取の権利】
留置権者は、留置物の果実を収取する権利を有する。
② 前項で規定する果実は、まず果実収取費用に充当しなければならない。
第236条【留置権の実行の一般規定】
留置権者と債務者は、物を留置した後の債務履行期限につき約定しなければな
らない。約定がないか、あるいは約定が明確でない場合は、留置権者は、債務者
に２ヶ月以上の履行期間を与えなければならない。但し新鮮で腐敗しやすいなど
容易に保管できない動産はこの限りでない。債務者が期日到来後も履行しなかっ
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た場合、留置権者は、債務者と協議して留置物を換価することができ、留置物の
競売、売却で得た換価金から、優先弁済を受けることもできる。
② 留置物を換価、または売却する場合は、市場価格を参照しなければならな
い。
第237条【債務者は留置権者に留置権の行使を請求できる】
債務者は、留置権者に債務の弁済期到来後、留置権の実行を請求することがで
きる。留置権者が実行しないときは、債務者は人民法院に留置物の競売、売却を
請求することができる。
第238条【留置権の実行】
留置物を換価、または競売、売却した後、債権額を超える部分の換価金は債務
者の所有となり、不足部分は債務者が弁済する。
第239条【留置権と抵当権または質権の関係】
同一の動産上にすでに抵当権または質権が設定されていて、さらに当該動産が
留置された場合、留置権者は優先弁済を受ける。
第240条【留置権の消滅原因】
留置権者が留置物の占有を喪失し、あるいは留置権者が債務者の提供する他の
担保を受け入れた場合、留置権は消滅する。
第５編 占 有
第19章 占 有
第241条【権限のある占有における法律の適用】
契約関係等に基づいて生じた占有における不動産または動産の使用、収益、違
約責任等については、契約の約定にもとづく。約定がないか、あるいは約定が明
確でない場合は、関連する法律の規定による。
第242条【悪意の占有者が負わなければならない賠償責任】
占有者が占有する不動産また動産を利用することにより、当該不動産または動
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産が損害を受けた場合、悪意の占有者は賠償責任を負なければならない。
第243条【権限のない占有者の返還義務および善意の占有者の必要費用返還請求
権】
不動産また動産が占有者に占有される場合、権利者は原物およびその果実の返
還を請求することができる。但し善意の占有者が当該不動産また動産を維持する
ために支出した必要費用を支払わなければならない。
第244条【占有がなされている不動産または動産の毀損、滅失時における占有者
の責任】
占有物である不動産または動産が、毀損、滅失し、当該不動産または動産の権
利者が損害賠償を請求した場合、占有者は、毀損、滅失により取得した保険金、
賠償金または補償金等を権利者に返還しなければならない。権利者の損害が完全
に補償されないときは、悪意の占有者は損失を賠償しなければならない。
第245条【占有の保護】
占有物たる不動産または動産が不法に占有された場合、占有者は原物の返還を
請求する権利を有する。占有を妨害する行為に対し、占有者は、妨害の排除また
は危険の除去を請求する権利を有する。不法な占有または妨害により損害が生じ
たときは、占有者は、損害賠償を請求する権利を有する。
② 占有者による原物返還請求権は、不法な占有が生じた日から１年以内に行使
しなければ、当該請求権は消滅する。
【附則】
第246条【地方法規に不動産の統一的登記を暫定的に規定することの授権】
法律、行政法規が不動産の統一的な登記の範囲、登記機関および登記方法につ
いて規定するまでは、地方法規が本法の関連規定にもとづいて規定を設けること
ができる。
第247条【施行日時】
本法は、2007年10月１日より施行する。
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【付録】
中華人民共和国物権法（草案）に関する説明
――2007年３月８日第10期全国人民代表大会
第五回会議における――
全国人民代表大会常務副委員長 王兆国
代表各位
私は全国人大（以下全人代と表記す）常務委員会の委託を受けて、ここに中華人
民共和国物権法（草案）について説明を行う。
一 物権法制定の必要性
物権法は財産関係をルールづける民事の基本的法律であり、物の帰属と利用に
よって生ずる民事関係を調整し、その中には国家、集団、私人及びその他の権利
者の物権を明確にすること、及び物権に対する保護が含まれる。
わが国の民法通則、土地管理法、都市土地家屋不動産管理法、農村土地請負
法、担保法等は物権について少なからず規定を設けており、これらの規定は経済
社会の発展に重要な役割を果たしてきた。改革の深化・開放の拡大及び社会主義
経済・政治・文化・社会建設の発展につれて、科学発展観を全面的に貫徹実現
し、社会主義和諧社会を構築する要求に対応するために、憲法に基づき、実践的
経験の総括の基礎のうえに、物権制度の共通的問題と現実の生活の中で切実にル
ール化が求められている問題に対して、規定を設け、物の帰属をより明確にし、
責任を定めて［定分］、争いをおさめ、物の効用を発揮させ、権利者の物権を保
護し、中国的特色を有する社会主義的物権制度を完全なものにする必要がある。
社会主義の基本的経済制度を堅持する必要から物権法を制定する。公有制を主
体とし、多様な所有制経済の共通の発展を堅持することが、社会主義初級段階に
おける国家の基本的な経済制度をなす。物権法の制定を通じて、国有財産と集団
財産の範囲、国家所有権と集団所有権の行使を明確にし、国有財産と集団財産に
対する保護を強化することは、公有制経済を強固にし、発展させるうえで有利で
ある。私有財産の範囲を明確にし、法により私有財産に対して保護を与えること
は、非公有制経済の発展を鼓吹し、支持し、導くうえで有利である。
物権法を制定することは、社会主義市場経済秩序をルール化するうえで必要で
ある。財産権が明晰で、競争が公平であることは、社会主義市場経済を発展させ
るうえでの基本的要求をなす。物権法の制定を通じて、物の帰属を確認し、所有
権と用益物権、担保物権の内容を明確にし、各種の市場主体の平等な法的地位と
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発展の権利を保障し、法により権利者の物権を保護することは、社会主義市場経
済の発展にとって重要な役割を有する。
物権法を制定することは、広範な大衆の切実な利益を擁護するうえで必要であ
る。改革開放、経済発展につれて、人民大衆の生活は遍く改善され、彼らが一生
懸命働いて蓄えた合法的財産を切実に保護し、法により享有する土地請負経営権
等の合法的権益を保護することが切実に求められている。物権法の制定を通じ
て、私人の所有権、区分所有者［業主］の建物区分所有権、土地請負経営権、宅
地使用権を明確にし且つ保護し、それでもって人民大衆の切実な利益を擁護し、
人々の財富創造の活力を呼び起こし、社会和諧を促進する。
物権法を制定することは、2010年に中国的特色を有する社会主義法体系を形成
するという目標を実現するうえで必要である。物権法は民法の重要な構成部分で
あり、中国的特色を有する社会主義法体系の中で土台の役割を果たす、不可欠の
重要な法律である。物権法の制定は、本期全人代の任期内において中国的特色を
有する社会主義的法体系を形成するうえでの重要な歩みをなす。
二 物権法制定の全体的原則と物権法草案の形成
物権法の起草作業は1993年に始まった。全人代常務委員会は物権法の制定をき
わめて重視した。2002年12月、９期全人代常務委員会は、民法草案の物権法に対
して最初の審議を行った。本期全人代常務委員会は物権法制定を重要な議事日程
に組み入れ、これまでの作業の基礎のうえに、非常なるエネルギーを費やして大
量の作業をなした。この法律の制定を成功させるため、全人代常務委員会は民主
的立法、科学的立法を堅持した。2005年７月、物権法草案を社会に向けて全文公
布し、人民大衆から全部で１万件以上の意見が寄せられた。また前後100回以上
にわたる座談会と数次の討論会をもち、さらにいくつかの地方で特定テーマでの
調査研究を行い、全人代代表、末端大衆、専門家、中央関連部門等各方面の意見
を聴取した。意見を求める過程で、各方面から多くの意見と建議が提出された。
全人代常務委員会は各方面からの意見をきわめて重視し、草案に対して六度にわ
たって審議を行い、その審議の数の多さはわが国立法史上空前であった。
物権法制定の全体的原則は、以下のとおりである。鄧小平理論と“三つの代
表”という重要な思想による指導のもと、科学的発展観を全面的に貫徹実現し、
正しい政治方向を堅持し、わが国の国情と実際から出発し、全面的に、確実に社
会主義の基本的経済制度を体現し、堅持する。憲法と法律の規定にもとづき、国
家、集団、私人の物権に対して平等に保護する原則を実行し、同時に国有財産の
流失状況に対して、その保護を強化する。現段階の党の農村に対する基本的政策
を全面的、確実に体現し、農民大衆の利益を擁護し、増大させる。現実生活の中
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でルール化が切実に求められている問題に対して、各種の利益関係を統一的に調
整し、社会和諧を促進する。要するに、物権法制定については一貫して正しい政
治方向を堅持し、物権法の中国的特色を堅持し、すべて実際から出発することを
堅持しなければならない。
以上の原則に従い、各方面の合理的意見と建議を吸収し、草案に対して繰り返
し検討を重ね、修正を施し、その結果、修正後の草案は最初の草案に比べて著し
く変更された。本期全人代常務委員会第25回会議の審議において、常務委員会の
メンバーは草案に対して高い評価と十分なる承認を与え、草案は党の主張と人民
の意思の統一を体現し、集団の知恵を凝集し、すでに成熟していると判断した。
会議は高い得票で草案を10期全人代第５回会議で審議するとの決定を採択した。
会の終了後、全人代常務委員会弁公庁は法定の手続にもとづいて今年１月12日に
物権法草案を全人代代表に送り、且つ代表による精読と草案の討論を計画的に組
織し、審議のための準備をなした。ある代表が討論の中で提起した意見にもとづ
き、草案に対していくつかの修正を施し、大会に提出してその審議を願う物権法
草案を作成した。草案は全部で５編、19章、247条からなる。
三 物権法草案の主要な内容
(一) 社会主義の基本的経済制度の堅持。
中国的特色を有する社会主義的物権制度は社会主義の基本的経済制度によって
決定され、資本主義の物権制度と本質的な違いがある。中国的特色を有する社会
主義的物権法の制定においては、社会主義の基本的経済制度を全面的、的確に体
現し、党の16回大会が提起した二つの“いささかも動揺しない”精神を体現しな
ければならない。第一、物権法草案は国家の基本的経済制度を堅持することを物
権法の基本原則とし、「国家は社会主義初級段階において、公有制を主体とし、
多様な経済制度が共通に発展する基本的経済制度を堅持する」ことを明確に規定
する。「国家は公有制経済を強化、発展させ、非公有制経済の発展を鼓吹、支持
し導く」。この基本原則は物権法の核心をなし、物権法の全体を貫き、体現して
いる。第二、所有権は所有制の法的表現をなし、物権制度の基礎をなす。草案は
国家所有権、集団所有権、私的所有権に対して明確に規定し、その中で比較的多
くの条項を国家所有権の規定にあてた。これは、社会主義の基本的経済制度を堅
持し、完全なものにするうえで有利であり、各種の所有制経済がそれぞれ独自の
利点を発揮させ、相互に促進しあい、共に発展するうえで有利である。第三、社
会主義市場経済の発展は、社会主義の基本的経済制度を堅持し、より完全なもの
にするうえでの必然的要求を為す。草案は、「用益物権者、担保物権者が権利を
行使するとき、所有権者の権益を侵害してはならない」と明確に規定するという
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前提のもとで、用益物権と担保物権に対して規定を設けた。これは物の効用を十
分に発揮させ、市場取引秩序を維持し、経済発展を促進するうえで有利である。
(二) 国家、集団、私人の物権の平等保護について。
物権法は民法に属し、民法の重要な原則は権利者の権利を平等に保護すること
である。物権法草案は「国家、集団、私人の物権、およびその他の権利者の物権
は法的保護を受ける。いかなる単位、個人も侵害してはならない」と規定した。
憲法は「国家は社会主義市場経済を実行する」と規定している。公平な競争、
平等な保護、優勝劣敗は市場経済の基本法則である。社会主義市場経済の条件の
もとで、各種の所有制の経済によって形成された市場主体は、統一的市場におい
て活動し、相互関係を発生させ、各種市場主体は平等な地位にあり、同等の権利
を享受し、同等のルールを遵守し、同等の責任を負担する。もしも各種の市場主
体に対して平等に保護せず、紛争解決の方法、負担する法律責任が一様でなけれ
ば、社会主義市場経済を発展させることができず、また社会主義の基本的経済制
度を堅持することも、より完全なものにすることもできない。社会主義市場経済
の発展の要求に対応するために、党の第16期３中全会はさらに踏み込んで「すべ
ての市場主体の平等な法的地位と発展の権利を保障」しなければならないことを
明確にした。市場取引に入らない財産についても、憲法はまた明確に「公民の合
法的私有財産は侵害を受けない」、「国家は法律の規定にもとづいて公民の私有財
産と相続権を保護する」と規定している。財産の帰属は法によって確定するとい
う前提のもとで、物権の主体として、国家、集団、私人を問わず、彼らの物権に
対しては平等に保護しなければならない。平等の保護とは、（国家、集団、私人）
それぞれの所有制経済制度の国民経済における地位と役割が同じであるというこ
とではない。憲法の規定によれば、公有制経済が主体であり、国有経済が主導的
力であり、非公有制経済は社会主義市場経済の重要な構成部分である。国民経済
でのそれぞれの地位と役割は異なる。このことは主に国家のマクロコントロー
ル・公共資源配置・市場参入等の面に体現され、国家の安全と国民経済の命脈に
関わる領域においては、国有経済の統制力が確保されなければならず、これらは
経済法、行政法によって規定される。
(三) 国有財産について。
物権法草案は、国有財産の範囲、国家所有権の行使、および国有財産に対する
保護の強化について明確に規定した。
国有財産の範囲について。物権法草案は憲法と関連法律に依拠して、国有財産
の範囲について以下のように明確に規定した。すなわち国家所有に属する自然資
源、国家所有に属する基礎的施設、国家機関及び国家が運営する事業単位の財産
等が含まれる。さらに、国家が出資した企業は、国務院、地方人民政府が法律、
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行政法規の規定によりそれぞれ国家を代表して出資者としての職責を履行し、出
資者としての権益を享有することを規定している。国家所有に属する資源性、財
産性の財産の範囲を法律の面からより一層明確にすることは、壮大な国有経済を
発展させ、国家の経済力を増強し、社会主義制度の優越性を発揮するうえで、非
常に重要な意味を有している。
国家所有権の行使の問題について。憲法の規定によれば、全人代は最高の国家
権力機関であり、国務院は最高の国家権力機関の執行機関である。全人代は全国
人民を代表して国家権力を行使し、それは具体的には、国家の全体局面にかかわ
る重大な問題について法により決定を下すことに示され、具体的に執行する機関
は国務院である。したがって、具体的に国家所有権を行使するのは政府であり、
人代ではない。土地管理法、鉱物資源法、草原法、海域使用管理法等の法律はす
でに明確に国務院が国家を代表して所有権を行使することを規定しており、これ
も現行の管理体制をなす。物権法草案は「国有財産は国務院が国家を代表して所
有権を行使する。法律に別段の規定があるときは、その規定による」と規定して
いる。これは全人代制度の特色に合致するし、また党の16全大会の次のような要
求、すなわち国家は法律、法規を制定して、中央政府および地方政府はそれぞれ
国家を代表して出資者としての職責を履行し、所有権の権益を享有する国有資産
管理体制を構築するようにとの要求を体現するものである。全人代は立法を通じ
て国務院が国家を代表して国家所有権を行使することを授権し、それは全人代の
性質およびその職権行使の特色を体現している。政府が国家所有権を行使すると
きは、法により人代に責任を負い、その監督を受けなければならない。
国有財産の保護問題について。現在の国有財産流失の実際の状況に対して、物
権法草案は平等保護原則堅持の基礎のうえに、五つの面から国有財産に対する保
護を強化した。その一として、「法律で国家所有に属すると規定した財産は、国
家所有、すなわち全人民的所有に属する」と規定し、あわせてどの財産が国有財
産に属するかを規定し、帰属不明であることによって国有財産が流失するのを防
止した。第二に、「法律でもって国家所有に専属する不動産及び動産は、いかな
る単位、個人も所有権を取得できないことを規定する」と規定した。第三に、
「国家所有の財産は法的保護を受け、いかなる単位、個人による横領、略奪、不
正分割［私分］、不正留置、破壊も禁止する」と規定した。第四に、国有企業財
産の流失問題に対して、「国有財産管理規定に違反して企業の制度改革、合併分
割、関連取引等の過程で、低価で譲渡したり、共謀して不正分割したり、独断で
担保に供したり、その他の方式で国有財産の損失をもたらした場合は、法により
法律責任を負わなければならない」と規定した。第五に、国有財産の管理におい
て存在する問題について、国有財産の管理監督の職責を履行する機構および職員
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が「職権を乱用し、職務を懈怠し、国有財産の損失をもたらした場合は、法によ
り法律責任を負わなければならない」と規定した。これらの規定は、社会主義公
共財産の保護の強化に関する憲法の精神を体現したものであり、重要な現実的意
義を有している。
(四) 集団財産について。
物権法草案は憲法と現段階での党の農村における基本政策にもとづいて、明確
に「農村集団経済組織は、家庭請負経営を基礎として、統一と分散を結合させた
二重［双層］経営体制を実行する」と規定し、あわせて「土地請負経営権」と
「宅地使用権」をそれぞれ独自の章を設けて規定した。
農民に長期にわたって保障された土地使用権を付与するために、物権法草案は
「耕地、草地、林地の請負期間が満了した場合、土地請負経営権者は国家の関連
規定にもとづいて請負を継承する」と規定した。
土地請負経営権、宅地使用権の譲渡、抵当を認めることができるかどうかにつ
いて。現在のところわが国農村の社会保障体系ができあがっていないこと、土地
請負経営権と宅地使用権は農民の安身立命の基本であることを考慮すると、全国
的範囲では、いますぐ土地請負経営権、宅地使用権の譲渡［転譲］と抵当を認め
る条件はまだ整っていない。現行の法律と現段階での国家の農村土地関連政策を
維持するために、また今後関連法律を改正し、あるいは関連政策を調整する余地
を残しておくために、物権法草案は「土地請負経営権者は農村請負土地法の規定
にもとづき、土地請負経営権を下請け、交換、転譲等の方式で流通［流転］させ
る権利を有する」、「宅地使用権の取得、行使および譲渡は、土地管理法等の法律
と国家の関連規定を適用する」と規定した。
都市［城鎮］の集団財産について。わが国の都市の集団企業は前世紀50年代か
ら次第に形成されてきた。数十年の歴史の中で、数度にわたる変化を経て、ある
集団企業は国有企業が労働者の子女の就業を按配し、知識青年が都市にもどるた
めに設立され、ある企業は国有企業が数次にわたる改革の中で剰余人員を助け、
安置するために設立された。この数年来、都市の集団企業は改革を経て大きな変
化を被った。党の16回全大会以来の精神にもとづき、当面都市の集団企業改革は
引き続き深化を遂げている。草案は都市の集団財産について物権の角度から、
「都市の集団所有の不動産及び動産は、法律、行政法規の規定にもとづき本集団
が占有、使用、収益、処分の権利を有する」と規定し、あわせて「集団所有の財
産は法律の保護を受ける。いかなる単位、個人による横領、略奪、不正分割、破
壊も禁止する」と規定した。これは現在の実際の状況に符合し、また今後の改革
の深化に空間を残しておくものである。
(五) 私有財産について。
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改革開放以来、経済は急速に発展し、人民の生活は不断にレベルがあがり、私
有財産は日増しに増大してきた。公民の私有財産を切実に保障することは、憲法
で規定され、党でも主張されており、また人民大衆の普遍的な願望、切実な要求
をなしている。物権法草案は「私人はその合法的収入、建物、生活用品、生産手
段、原材料等の不動産と動産に対して所有権を有する」、「私人の合法的貯蓄、投
資及びその収益は法の保護を受ける」、「国家は法律の規定にもとづき私人の相続
権およびその他の合法的権益を保護する」、「私人の合法的財産は法的保護を受け
る。いかなる単位、個人による横領、略奪、破壊も禁止する」と規定した。これ
らの規定は、私有財産保護の法律制度をいっそう整備したものであり、人民大衆
が財富を創造し、蓄積することの積極性をかきたて、社会和諧を促進するうえで
有利である。
住宅制度の改革につれて、ますます多くの都市住民が自己の住まいを有するよ
うになってきており、しかも集合住宅［住宅小区］内に大量に集中しており、区
分所有者の建築物の区分所有権はすでに私人の不動産物権中の重要な権利となっ
ている。物権法草案は、区分所有者の合法的権益を維持することから出発して、
所有者が建築物内の住宅、営業用建物の専有部分に対して所有権を有し、専有部
分以外の共有部分、例えばエレベーター等の公用私設、緑地等の公用場所に対し
て共有及び共同の管理権を有することを明確に規定した。草案はさらに集合住宅
地域内の車庫、駐車場の帰属、区分所有者委員会の職能、区分所有者とビル管理
サービス機構との関係等について、規定を設けた。
(六) 収用補償について。
集団所有の土地及び都市住民の家屋の収用は広範な人民大衆の切実な利益に関
わり、社会で遍く注目されている。
わが国の国情は人口が多く、耕地は少なく、現在全国の耕地面積はわずかに
18.3億畝で、一人あたりの耕地は1.4畝にすぎない。これは世界平均の三分の一
である。10期全人代第4回会議が批准した“十一五”計画要綱は、2010年には耕
地保有量は18億畝を保持しなければならない、これは拘束性の指標で、最低ライ
ンであることを定めた。厳格な土地管理制度を実行すること、特に基本的な農地
を切実に保護することは、わが国が直面しているきわめて差し迫った任務をな
す。物権法草案は、「国家は耕地に対して特別の保護を実行し、農用地の建設用
地への転換を厳しく制限し、建設用地の総量を統制する。法律の規定する権限お
よび手続に違反して集団所有の土地を収用してはならない」と明確に規定した。
憲法の規定にもとづき、物権法草案は、公共の利益の必要のために、法律の規
定する権限と手続によって集団所有の土地、単位・個人の建物及びその他の不動
産を収用することができると規定した。同時にまた、草案は収用補償の原則と内
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容についても規定を設けた。
集団所有の土地の収用問題について、物権法草案は、「集団所有の土地を収用
するときは、土地補償費、生活安定補助費、地上付着物と作物の補償費等、さら
に被収用地の農民の生活ができるだけの社会保障費用を支払い、被収用地の農民
の生活を保障し、被収用地の農民の合法的権益を擁護しなければならない」と規
定した。この規定は、党と国家の、土地収用補償安置は必ず収用される農民の従
来からの生活水準が低下しないようにし、長期的に生計を保障するということを
確保しなければならないことに関する原則を体現したものである。単位、個人の
建物およびその他の不動産の収容については、物権法草案は「単位、個人の建物
およびその他の不動産を収用するときは、取り壊しと移転の補償をなし、被収用
者の合法的権益を擁護しなければならない。個人の住宅を収用するときは、さら
に被収用者の居住条件を保障しなければならない」と規定した。各地の発展の不
均衡を考慮して、具体的な保障基準と補償方法は土地管理法等の関連法律によ
り、物権法草案の規定する補償原則と補償内容に照らして、状況の違いにもとづ
き、規定を設ける。
現実生活において収用補償が不十分であるとか、補償費用が横領されるといっ
た行為に対して、物権法草案は明確に、「いかなる単位、個人も収容補償費等の
費用の横領、流用、不正分割、不正留置、未払いをしてはならない」と規定し
た。規定に違反すると、法により法律責任を負わなければならない。
以上のほかに、物権法草案はさらにいくつかの内容の規定がある。その一は、
相隣関係を正しく処理する問題についてであり、用水、排水、通行、通風、採光
等が引き起こす相隣関係について規定を設け、生産の発展と生活の利便に資し、
相隣の権利者の権益を擁護し、相隣関係の和諧を促進するようにした。第二に、
担保物権の問題について、物権法草案は、担保法の基礎のうえに、担保となすこ
とのできる財産の規定を増やし、担保制度をよりいっそう整備し、融資の促進と
経済の発展を促すことにした。第三に、物権の保護制度について、草案は物権保
護の手段、保護の方法について全面的に規定し、あわせて物権を侵害した場合、
民事責任以外にさらに法により行政責任、刑事責任を負わなければならないこと
を規定し、物権保護制度を健全化した。第四に、占有問題について、草案は占有
の保護及び権限なき占有者の不法行為責任を規定し、社会秩序と権利者の合法的
権益を擁護するようにした。
中華人民共和国物権法（草案）及び以上の説明について審議を請う。
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訳者による一、二のコメント
ようやく物権法が制定された。1999年にすでに統一契約法が制定されているの
で、このたびの物権法の制定により、市場経済を遂行していくうえでの車の両輪
が具わったことになる。これで、いよいよ民法典の編纂という最終ゴールを目指
していくことになろう。
ところで、我々の予想では、この物権法は昨年春の全人代で採択されるものと
思っていた。それが今次の全人代へと延期されたのは、周知のように鞏献田北京
大学教授の「憲法に違背し社会主義の基本原則に背離する物権法草案」に反対す
る旨の2005年８月12日付けの公開状が出されたことによる。本公開状の中で同氏
は「草案は形式上は全国のすべての公民の物権を平等に保護しているが、その核
心と重点は少数者の物権の保護にあり、公有物の保護は付け足しにすぎない。
……システム論の基本的原理によれば、どんなに法律全体の98パーセントの個々
の条項の分析が良好で、合理的科学的であっても、もし２パーセントの条項が誤
っていれば、それは法律全体の性質の誤りを決定づける」と主張して、当時の物
権法草案（2005年６月20日稿）の制定に異を唱えた。民法の専門家でもないこの
一教授の反対論は民法学者のレベルでは冷ややかに受けとめられたが、社会的に
は大きなインパクトを与えた。その背景に、中国共産党指導部が「和諧社会」を
強調しなければならないような、社会内部の貧富の差の拡大があったからであ
る。2006年の全人代で物権法の制定を強行しなかったのは、この物権法制定問題
が純粋な法律論を超えて、?社会主義的市場経済」の「社会主義的」の側面を重視
する派と「市場経済」を重視する派との政治的対立の顕在化を防ぐという考慮が
働いたからであろう。物権法は、その後１年かけて手直しがはかられた。その具
体的表れが、物権法第１条の「国家の基本的経済制度を擁護し、社会主義市場経
済秩序を擁護し、物の帰属を明確にし、物の効用を発揮させ、権利者の物権を保
護するために、憲
・
法
・
に
・
も
・
と
・
づ
・
き
・
、本法を制定する」（傍点筆者）との文言である。
ここでの「国家の基本的経済制度」とは憲法６条の「中華人民共和国の社会主
義経済制度の基礎は生産手段の社会主義的公有制、すなわち全民所有制と労働大
衆の集団所有制である」を想定していることは容易に想像がつく。つまり、物権
法上の所有権概念を生産手段の所有制の違いにより、国家的所有権、集団的所有
権、そして私的所有権と区分し、そのうえで前二者の公有制的所有権を優位させ
ようとの、「社会主義的」派に配慮した条文の盛り込みがはかられたのである。
1986年の民法通則の段階でも、国家財産についてだけは「神聖不可侵」なる語が
付されており（同法73条）、こうした国家的所有権優位の思想が今次の物権法に
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も謳われようとしたのである。この物権法第1条の規定は2006年10月20日の６次
審議稿に登場し、そのまま2006年12月21日の７次稿でも踏襲され、そして成文化
されたわけである。しかし、この６次稿にはなく、７次稿において急遽盛り込ま
れた条項も存在する。第３条の第３項であり、「国家は社会主義的市場経済を実
行し、一切の市場主体の平等な法的地位と発展の権利を保障する」との文言から
なる。この文言はそのまま物権法に成文化された。この文言の要をなすのが「平
等な法的地位」であることはいうまでもない。すなわち、資本主義社会の物権法
と差別化すべく、三つの所有権概念を設定しつつ、しかし、私的所有権も国家的
所有権と平等対等な権利であることを確認したわけであり、いわば「市場経済」
派の巻き返しがあったと推測できる。孫憲忠中国社会科学院法学研究所研究員が
NHK記者のインタビューに答えた中で、「改革開放以来、中国の財産の領有に
大きな変化が生じ、……現在では社会の主要な財産は（国家財産から）人民の財
産、民間の財産へと変化を遂げてきている。私の見た資料によれば、現在、中国
が領有する社会的財富の総量は概ね以下のとおりである。28兆元から30兆元とい
う総量中、公共財産または国家財産は11兆前後にすぎず、他方、民間財富は20兆
を超す」と答えている。換言すれば、国家的、集団的所有権で保護する財に対し
て私的所有権として保護する財の方が圧倒しているということである。この傾向
は拡大することはあっても縮小することはないだろう。そうすると、前述した鞏
献田氏の「形式上は全国のすべての公民の物権を平等に保護しているが、その核
心と重点は少数者の物権の保護にあり、公有物の保護は付け足しにすぎない」と
の懸念は決して杞憂ではない。もっとも、都市部の住民の80パーセント以上が集
合住宅の区分所有権者である現実等を考慮すると、私的所有権者が少数者に留ま
るとは思えない。なお、中国物権法ではこのいわゆる区分所有権に関する規定が
数多く盛り込まれた。そして、中国では土地と建物は一体であるので、土地の使
用権が終了した後は、理論的には、土地とともに建物も国家に返還しなければな
らないのであるが、この点について今次の物権法では建物の所有権は更新が認め
られることとなった。
中国物権法制定をめぐって中国法学界で論点をなしてきた問題のもう一つは農
地の集団所有制をめぐる論議である。中国の土地制度の歴史を巨視的に振り返っ
てみた場合、秦漢以来、土地の私的所有の発展とそれを規制する国家的所有とい
う対抗関係の中で帝政中国の土地制度は推移し、集団的、共同体的土地所有なる
ものは中国に関する限り、まったく存在しなかった。それが登場してくるのは、
周知のように1950年代の毛澤東による農業集団化、人民公社化によってである。
つまり、社会内部において内発的に形成発展されてきたものではない。集団所有
制についての“土地は誰のものか”との問いに対して、圧倒的多数の農民が土地
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は国家のものであると、往時のいわゆる王土思想を髣髴させるような答えをして
おり、集団所有であるとの答えは殆ど聞かれない（例えば陳小君ほか『農村土地法
律制度研究』中国政法大学出版社、2004年、参照）のも、中国における集団所有制
なるものが、上から、強制的、暴力的方法で作られた実体のないものであること
に起因する。したがって、共同所有の意識に裏打ちされることのない、実体のな
い、曖昧な集団所有制については、これを私有化あるいは国有化すべきとの議論
もあったが、結局、物権法ではこの人民公社化の遺産をそのまま追認した。この
共同所有の実をあげていくためには、共同所有の運用面での一種の村の行政の透
明化と構成員相互の意思決定の民主主義化のシステムが構築されていかなければ
ならないだろう。その意味で「農民が集団で所有する不動産と動産は、本集団の
構成員の集団的所有に属する」として、「以下の事項は、法定の手続にもとづき
本集団構成員によって決定される」との59条のような規定がどこまで実行される
かが決定的に重要になるであろう。蓋し、これまで農民の土地に対する権利は、
村の指導者と地方政府役人と開発業者の結託によりしばしば蹂 されてきたから
である。そして、こうした意思決定の民主化、行政の透明化を内容とする規定を
設けざるを得ないところに、日本の物権法のように、単純に人と物との関係に純
化し得ない中国物権法の特色があるともいえる。
ところで、農地が集団的所有地であるということは、集団内の個々の農民が所
有権者であるということを意味する。しかし、実際には、農民は請負経営の形式
で農業経営に従事してきた。その請負経営も、最初は政策によって承認されるに
止まり、やがて2002年に農村土地請負法によって法的に承認され、そして、同法
では明確でなかったこの権利を今次の物権法では物権として正式に承認したわけ
である。しかし、これは所有権者が用益権者でもあるという、奇妙な論理を内包
する。この両者の関係はどのような関係になるのであろうか。請負経営権を物権
として強化していけばいくほど、集団的所有権の実体は失われていくということ
なのか（二律背反の関係）、それとも、地方政府の役人や村の指導者等によって侵
害されることのない各農民の共同所有権が保障されてはじめて請負経営権が保障
される（適合的関係）ということなのか、よく分からない。今後の検討課題をな
す。もし、前者であれば、孫文の唱えた“耕者有土地”という小農家族単位の私
的所有への回帰でもあるということになる。
今次の物権法の制定によって担保物権が規定された。ただ、担保物権中、譲渡
担保については2002年12月23日付けの民法草案初稿中の物権法草案では規定され
ていたが、その後削除された。この担保物権の制定については以下の梁慧星氏の
意見を紹介するに止めたい。
?現代化された市場経済条件のもとでは、二種類の財産の使用関係がとりわけ
早法82巻４号（2007）98
重要である。その一は、資金使用関係であり、他の一つは、土地使用関係であ
る。この二種類の財産使用関係の特徴は、財産所有権者が自らは財産を使用せ
ず、非所有権者によって使用させる、すなわちいわゆる所有権と使用権の分離で
ある。資金のこうした使用関係は、担保物権制度によって保障され、土地のこう
した使用関係は用益物権制度によって実現される。もし用益物権制度と担保物権
制度がなければ、ちょうど契約制度と所有権制度がない場合と同様、市場経済体
制を実行することができない。したがって、我々は、所有権制度、用益物権制
度、担保物権制度を規定した物権法は、市場経済体制に基礎的条件を提供するこ
とになった。市場経済体制を実行する国家は、その民法典に物権法編を具え、完
備した所有権制度、用益物権制度、担保物権制度を規定している。しかるに計画
経済体制を実行する国家の民法典には物権法編はなく、物権概念も認めず、用益
物権制度も担保物権制度もなく、僅かに所有権制度を規定するだけで、それも非
常に簡単なものであった。その理由は、計画経済体制を実行する国家では行政手
段を用いて経済を組織し、資金と土地の使用関係は無償の割当方式が採られ、資
金の所有者としての国家は資金を国有企業に無償で使用させ、融資担保問題も生
じず、したがって担保物権制度も必要なかった。……80年代中期以来、日増しに
重大な三角債問題および金融機関の巨額の不良債権問題が発生するようになっ
た。三角債問題および金融機関の不良債権問題の根源は、担保物権制度の欠落に
ある。担保物権制度がないことによって、金融機関の貸付契約の大半は担保措置
がとられておらず、保証契約による担保を少数採用するのみであった。したがっ
て、借主企業が借金を踏み倒し、あるいは弁済の資力がないとき、金融機関の合
法的権益は保障され得なかった。90年代初頭、立法、司法および理論界は物権概
念を認め、物権法制定の共通の認識を持つに至り、1993年に担保法の起草を開始
し、1995年にそれを採択し、1996年に施行した。担保法は担保物権制度を規定
し、金融機関の債権回収と融資リスクの回避を保障するために有効な手段を提供
し、三角債の発生を防止し、金融機関の不良債権を防止、減少させ、資金使用、
すなわち融資領域の法律秩序を構築するうえで、重大な役割を果たした。……国
民経済の長期的安定的発展は、各企業の資金需要を不断に満足させることができ
るかどうかにかかっている。市場経済体制下の資金供給は、融資方式をとり、そ
の鍵は融資リスクの問題、すなわち金融機関の合法的権益が保障されるかどうか
にある。正常な経済環境であれ、経済環境に異常変動が生じた場合であれ、金融
機関が期日どおりに元本、利息を回収し、不良債権を出来る限り減少させ、回避
することを切実に保障しようとすれば、完全な担保物権制度に依存せざるを得な
い。」（?正確認識制定和実施物権法的重大意義」）。こうした趣旨のもとに担保物権法
が制定されたのである。
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中国物権法については、物権的請求権に関する37条の損害賠償請求権の帰責事
由をどう理解するか、国家的所有権について、その行使主体が国務院にあること
と、改正会社法が明確化した（国有企業法人の）法人財産権の関係をどう理解す
るのか、登記を原則的に物権の設定、変動の効力発生要件とした不動産登記制度
がどこまで整備されているのか等、色々と検討すべき問題点は多い。また、物権
法全体にわたる詳細な解説も必要である。それらは他日を期したい。本コメント
が「一、二のコメント」と称した所以である。
なお、本誌での翻訳にあたってはいちはやく翻訳公刊された松岡久和＝鄭芙蓉
訳「中華人民共和国物権法全条文」（ジュリストNo. 1336）および鈴木賢＝崔光
日＝宇田川幸則＝朱曄＝坂口一成「中国物権法」（成文堂）を参照させて頂いた。
特に42条等の［房屋］、70条等の［住宅］、103条、104条の［視為］、105条、114
条、134条、222条の［参照］および16章１節［一般抵押権］の各訳語および196
条２号、206条５号につき「営業許可を」を補って訳したことについては松岡＝
鄭訳によった。
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